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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成19年９月 平成20年９月

売上高 (百万円) 12,482 14,330 23,912 29,263 14,633 31,449

経常利益 (百万円) 367 637 193 227 73 11

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 369 433 403 △2,191 119 △ 777

純資産額 (百万円) 2,727 8,303 11,958 9,341 9,360 8,485

総資産額 (百万円) 15,135 23,636 34,214 34,658 33,589 33,607

１株当たり純資産額 (円) 65.45 141.61 175.89 143.72 144.28 130.62

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)
(円) 8.88 9.16 6.22 △32.75 1.85 △ 12.00

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 18.0 35.1 34.9 26.9 27.8 25.2

自己資本利益率 (％) 15.2 7.9 4.0 △20.6 1.3 △ 8.7

株価収益率 (倍) 17.6 42.7 32.8 ― 47.2 ―

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 330 735 △12 △772 △640 648

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △218 △1,207 333 △1,417 696 △ 1,556

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △47 1,178 812 967 △ 7 482

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 513 1,220 2,393 1,172 1,212 821

従業員数(ほか、平均

臨時雇用者数)
(名)

333

(165)

482

(203)

654

(240)

722

(350)

724

(337)

746

(344)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第67期、第68期、第69期及び第71期は潜在株式がないため、

又、第70期及び第72期は1株当たり当期純損失が生じており、また潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第67期における平均臨時雇用者数の増加は、主にモリタフードサービス㈱が連結子会社となったことによるも

のであります。

５　第68期における従業員数及び平均臨時雇用者数の増加は、マルキン共栄㈱、盛田㈱、㈱ハイピースが連結子会社

となったことによるものであります。

６　第69期における従業員数及び平均臨時雇用者数の増加は、主に㈱アルカン、大連丸金食品有限公司、㈱イメック

スが連結子会社となったことによるものであります。

７　第70期における従業者数及び平均臨時雇用者数の増加は、主に㈱高橋弥次右衛門商店、加賀屋醤油㈱、聖酒造㈱

が連結子会社となったことによるものであります。

８　純資産額の算定にあたり、第70期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

９　平成18年12月23日開催の臨時株主総会決議により、決算期を３月31日から９月30日に変更しました。従って第

71期は、平成19年４月１日から９月30日までの６ヶ月となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成19年９月 平成20年９月

売上高又は営業収益 (百万円) 12,081 12,255 9,054 1,895 852 2,026

経常利益 (百万円) 563 759 161 436 71 147

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 565 614 0 △1,437 452 37

資本金 (百万円) 2,773 2,773 2,773 2,773 2,773 2,773

発行済株式総数 (株) 41,682,52058,649,72068,004,52068,004,52068,004,52068,004,520

純資産額 (百万円) 3,095 6,561 6,626 5,094 5,466 5,458

総資産額 (百万円) 15,298 20,093 24,080 24,940 24,366 25,242

１株当たり純資産額 (円) 74.28 111.90 97.47 74.93 80.42 80.31

１株当たり配当額

(１株当たり

中間配当額)

(円)
―

(―)

1.00

(―)

1.00

(―)

1.00

(─)

0.50

(─)

1.00

(─)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)
(円) 13.59 13.00 0.01 △21.14 6.66 0.55

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 20.2 32.7 27.5 20.4 22.4 21.6

自己資本利益率 (％) 20.9 12.7 0.0 △24.5 8.6 0.7

株価収益率 (倍) 11.5 30.1 20,400.0 ― 13.1 112.2

配当性向 (％) ― 7.7 10,000.0 ― 7.5 ─

従業員数(ほか、平均

臨時雇用者数)
(名)

298

(118)

287

(104)

25

(4)

52

(3)

49

(2)

67

(2)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第67期、第68期、第69期、第71期及び第72期は潜在株式がな

いため、又、第70期は1株当たり当期純損失が生じており、また潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第68期における平均臨時雇用者数の減少は、主に不採算営業の廃止によるものであります。

５　当社は、平成18年２月１日に会社分割により当社の本社管理部門に関する営業以外の一切の営業を新設のマル

キン忠勇株式会社に承継させるとともに、自らは持株会社に移行しました。そのため平成18年２月１日からの

売上高は、売上高・経営指導料及び不動産事業収入等となっております。

６　第69期における従業員数及び平均臨時雇用者数の減少は、平成18年２月１日の会社分割により、新設会社のマ

ルキン忠勇㈱へ承継したことによるものであります。

７　第70期における従業員数の増加は、子会社の管理部門の従業員を転籍により受け入れたことによるものであり

ます。

８　純資産額の算定にあたり、第70期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

９　平成18年12月23日開催の臨時株主総会決議により、決算期を３月31日から９月30日に変更しました。従って第

71期は、平成19年４月１日から９月30日までの６ヶ月となっております。

10　第72期における従業員数の増加は、マルキンバイオ株式会社を吸収合併したことによるものであります。
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２ 【沿革】

当社は、享保年間から清酒の醸造を行い、明治29年10月、若林合名会社を設立しました。その後、昭和19年７月若林合名

会社から酒造権並びに土地、建物、機械設備の現物出資を受け、若林酒造株式会社(資本金　150万円)を設立、当社の母体

が誕生しました。その後、平成12年４月１日に丸金醤油株式会社と合併し、事業規模を拡大してまいりました。また、平成

18年２月１日には、会社分割を行い、当社は持株会社へ移行いたしました。

　

年月 沿革

*明治40年１月香川県小豆郡に丸金醤油株式会社設立

*明治42年２月大阪出張所(現　大阪本社)開設

 昭和19年７月 神戸市灘区に若林酒造株式会社設立

 昭和21年12月子会社若林食品工業株式会社を同所に設立し、漬物の製造販売を開始

 昭和22年10月若林合名会社及び若林食品工業株式会社を吸収合併

 昭和23年６月 社名を若林酒類食品株式会社に変更

 昭和24年５月 大阪証券取引所に上場(丸金醤油株式会社も同年同月に大阪証券取引所に上場)

 昭和41年８月 社名を忠勇株式会社に変更

 昭和51年８月 清酒の商標権及び営業販売権を白鶴酒造株式会社に譲渡

*平成元年11月大阪本部に本社機能の一部を移管

 平成11年９月 子会社忠勇酒類株式会社を設立

 平成12年４月 丸金醤油株式会社と合併し、社名をマルキン忠勇株式会社に変更するとともに、香川県小豆郡に本

店を移転

 平成14年７月 子会社マルキンバイオ株式会社を設立

 平成14年９月 忠勇酒類株式会社はマルキンバイオ株式会社と合併し、社名をマルキンバイオ株式会社に変更す

るとともに、京都府宇治市に本店を移転

 平成15年３月 子会社株式会社エム・シー・コーポレーションが子会社大連丸金食品有限公司を設立

 平成16年３月 モリタフードサービス株式会社を子会社化

 平成16年６月 子会社マルキンインターナショナル株式会社を設立、大連丸金食品有限公司が同社の子会社とな

る

 平成16年11月マルキン共栄株式会社を子会社化

 平成16年12月盛田株式会社、株式会社ハイピースを子会社化

 平成17年８月 株式会社アルカンを子会社化

 平成18年２月 会社分割によりマルキン忠勇株式会社を新設し、同社に当社の本社管理部門に関する営業以外の

一切の営業を承継、当社はこの会社分割を機に商号をジャパン・フード＆リカー・アライアンス

株式会社に変更し持株会社となる

 平成18年７月 株式会社アルカンが商号をジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売株式会社に変更、

本店を大阪市西区に移転

株式会社エナクラが商号を株式会社アルカンに変更

 平成18年８月 ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売株式会社がマルキン忠勇株式会社、株式会社

ハイピース、盛田株式会社から食品営業部門を分割・承継し、輸入営業部門を株式会社アルカンに

分割、また、酒類営業部門をジャパン・フード＆リカー・アライアンス酒類販売株式会社に分割

盛田株式会社が酒類営業部門をジャパン・フード＆リカー・アライアンス酒類販売株式会社に分

割

 平成18年10月子会社ジャパン・フード＆リカー・アライアンス・ロジスティックス株式会社が、株式会社高橋

弥次右衛門商店（現 株式会社イマイチ）より事業譲渡を受け、商号を株式会社高橋弥次右衛門商

店に変更

 平成18年12月子会社加井酒造株式会社が、加賀屋醤油株式会社（現 株式会社イシイ）から事業譲渡を受け、商

号を加賀屋醤油株式会社に変更

子会社聖華酒造株式会社が、聖酒造株式会社（現 聖華酒造株式会社）から事業譲渡を受け、商号

を聖酒造株式会社に変更

 平成19年10月子会社マルキンバイオ株式会社を吸収合併

子会社タオイ酒造株式会社が、有限会社老田酒造店（現 有限会社城山産業）から事業譲渡を受

け、商号を株式会社老田酒造店に変更

会社分割により株式会社伝統蔵を新設、聖酒造株式会社、藤井酒造株式会社、加賀の井酒造株式会

社、株式会社老田酒造店が同社の子会社となる

 平成20年５月 子会社株式会社伝統蔵の子会社なかがわ酒造が、中川酒造合名会社（現 宮下株式会社）から事業

譲渡を受け、商号を中川酒造株式会社に変更

 平成20年７月 モリタフーズ株式会社、鈴渓(天津)国際貿易有限公司を子会社化

 平成20年９月 子会社株式会社伝統蔵が、株式会社岡田屋本店を子会社化

(注) １　年号の前に*印を付した記載は、旧丸金醤油株式会社に係るものであります。
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２　上記子会社の内、モリタフードサービス株式会社、マルキンインターナショナル株式会社、大連丸金食品有限公

司、マルキン共栄株式会社、盛田株式会社、株式会社ハイピース、株式会社アルカン、マルキン忠勇株式会社、

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売株式会社、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス酒

類販売株式会社、株式会社高橋弥次右衛門商店、加賀屋醤油株式会社、聖酒造株式会社、加賀の井酒造株式会

社、藤井酒造株式会社、株式会社老田酒造店、株式会社伝統蔵、中川酒造株式会社、株式会社岡田屋本店、モリタ

フーズ株式会社、鈴渓(天津)国際貿易有限公司は連結子会社であります。
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３ 【事業の内容】
　

当社グループは、当社と連結子会社24社及び持分法適用関連会社３社及びその他の関係会社１社で構成されておりま

す。

　その事業は、醤油・調味料、輸入食品、酒類、漬物、外食事業及び健康食品を中心とした食料品の製造及び販売を主たる

事業内容とする単一セグメントでありますので、事業の種類別セグメント情報の記載は行っておりません。

その他の関係会社の盛田アセットマネジメント㈱は、子会社・資産管理をしており、当社と重要な事業上の関係はあ

りません。

事業内容における当社及び関係会社の位置付けは、下記のとおりであります。

　
醤油・調味料部門

マルキン忠勇㈱の小豆島工場(香川県小豆郡)、盛田㈱の小鈴谷工場(愛知県常滑市)、㈱高橋弥次右衛門商店(栃木県日

光市)、加賀屋醤油㈱(徳島県名西郡)及び大連丸金食品有限公司(中国大連市)で「醤油」「つゆ・たれ」等を製造し

ている他、一部仕入商品も取扱っております。

＜主な関係会社＞

マルキン忠勇㈱、盛田㈱、マルキン共栄㈱、㈱高橋弥次右衛門商店、加賀屋醤油㈱、大連丸金食品有限公司、ジャパ

ン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱、モリタフーズ㈱、鈴渓(天津)国際貿易有限公司

輸入食品部門

主に㈱アルカン(東京都中央区)が、ヨーロッパ他からフランス料理等の食材を輸入しております。

＜主な関係会社＞

㈱アルカン、アルカン ザール社、㈱イメックス、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱

酒類部門

盛田㈱の大谷工場(愛知県常滑市)、聖酒造㈱(群馬県前橋市)、加賀の井酒造㈱（新潟県糸魚川市）、藤井酒造㈱（広島

県竹原市）、㈱老田酒造店（岐阜県高山市）、中川酒造㈱（鳥取県鳥取市）及び㈱岡田屋本店（島根県益田市）で

「清酒」等を製造し、㈱アルカンで主にヨーロッパ他から「ワイン」「スピリッツ類」を輸入しております。

＜主な関係会社＞

盛田㈱、㈱アルカン、アルカン ザール社、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス酒類販売㈱、㈱高橋弥次右

衛門商店、聖酒造㈱、加賀の井酒造㈱、藤井酒造㈱、㈱老田酒造店、中川酒造㈱、㈱岡田屋本店、小手川酒造㈱

漬物部門

主にマルキン忠勇㈱の徳島工場(徳島県名西郡)で「なら漬」を製造している他、一部仕入商品も取扱っております。

＜主な関係会社＞

マルキン忠勇㈱、㈱高橋弥次右衛門商店、マルキン共栄㈱、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売

㈱

外食部門

モリタフードサービス㈱（東京都港区）は「蔵人厨ねのひ」「パニーノ・ジュスト」の店舗展開をしております。

＜主な関係会社＞

モリタフードサービス㈱

健康食品部門

主にマルキン忠勇㈱の小豆島工場で「琉球もろみ酢」を製造している他、一部仕入商品も取扱っております。

＜主な関係会社＞

マルキン忠勇㈱、マルキン共栄㈱、盛田㈱、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱

その他の部門

その他の部門では、上記以外の「味噌」「清涼飲料水」「佃煮」「素麺」「水産食品」等の食品及びバイオ関連製品

等を取扱い、またコンサルティング事業も営んでおります。

＜主な関係会社＞

㈱ハイピース、マルキン共栄㈱、㈱高橋弥次右衛門商店、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱、

㈱ブルーゲイツ、丸金食品㈱
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容

(その他の関係会社)

名古屋市中区栄 100
子会社・資
産管理

所有  　　─
被所有　18.5

当社は、同社に建物等を賃貸しております。

役員の兼任はありません。

盛田アセットマネジメント
㈱
 

(連結子会社)

香川県小豆郡小豆
島町

350製造業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に醤油・調味料、漬物の製造販売
をしております。
役員の兼任　１名
被保証　有

マルキン忠勇㈱

（注）3

(連結子会社)

名古屋市中区栄 100製造業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に日本酒及び醤油の製造販売を
しております。
役員の兼任　２名
被保証　有

盛田㈱

(連結子会社)
福井県丹生郡越前
町

100製造業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、飲料の製造販売をしております。
役員の兼任　１名
貸付金　279百万円
被保証　有

㈱ハイピース

(連結子会社)

大阪市西区京町堀 320販売業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に醤油、調味料、漬物、飲料などの
食品の販売をしております。
役員の兼任　３名
被保証　有

ジャパン・フード＆リカー
・アライアンス食品販売㈱
（注）3,4

(連結子会社)

東京都中央区日本
橋

10販売業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に日本酒・ワインなどの酒類の
販売しております。
役員の兼任　３名
被保証　有

ジャパン・フード＆リカー
・アライアンス酒類販売㈱
（注）5

(連結子会社)

東京都中央区日本
橋

10販売業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に食品、ワインの輸入をしており
ます。
役員の兼任　３名
貸付金　1,500百万円
被保証　有

㈱アルカン

(連結子会社)
フランス
パリ

172
(1,254

千ユーロ)
販売業

所有　 100.0
　　　(100.0)
被所有 　―

同社は、主に㈱アルカンへの食材・ワイン
を輸出しております。
役員の兼任はありません。アルカン ザール社

(連結子会社)

長崎県長崎市京泊 15製造業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に水産食材の加工販売をしてお
ります。
役員の兼任　　２名
貸付金　120百万円

㈱イメックス

(連結子会社)

東京都港区南青山 10料理飲食業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に和食・日本酒の料理飲食業を
営んでおります。当社は、同社の金融機関か
らのリース債務に対し債務保証を行ってお
ります。
役員の兼任　１名
貸付金　741百万円

モリタフードサービス㈱

(連結子会社)
香川県小豆郡小豆
島町

50販売業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に調味料及び加工食品の仕入販
売をしております。
役員の兼任　１名マルキン共栄㈱

(連結子会社)

大阪市西区京町堀 40
投資・融資
事業

所有　 100.0
被所有 　―

同社は、海外への投資・融資事業を営んで
おります。
役員の兼任　１名
貸付金　793百万円

マルキンインターナショナ
ル㈱
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

中国
大連市

456
(33,223千
人民元)

製造業
所有　 100.0
　　　(100.0)
被所有 　―

同社は、中国において醤油の製造販売を営
んでおります。
役員の兼任　１名

大連丸金食品有限公司

（注）3

(連結子会社)

栃木県日光市土沢 10製造業
所有　  95.0
被所有 　―

同社は、主に醤油・調味料の製造販売をし
ております。
役員の兼任　１名
貸付金　　760百万円

㈱高橋弥次右衛門商店

(連結子会社)

徳島県名西郡石井
町

10製造業
所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に醤油・調味料の製造販売をし
ております。当社は、同社の金融機関からの
借入金に対し債務保証を行っております。
役員の兼任　１名
貸付金　1,309百万円

加賀屋醤油㈱

(連結子会社)

東京都足立区 10
冷凍鮮魚調
達・供給事
業

所有　  90.0
被所有 　―

同社は、食品事業に関する企画・調査・運
営・受託及び食料品等の販売をしておりま
す。
役員の兼任　２名
貸付金　290百万円

㈱ブルーゲイツ

(連結子会社)

大阪市西区 10
経営コンサ
ルタント業

所有　 100.0
被所有 　―

同社は、主に経営コンサルタント業を営ん
でおります。
役員の兼務はありません。
貸付金 　57百万円

㈱伝統蔵

(連結子会社)

その他８社

(持分法適用関連会社)

３社

(注) １　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有で内数であります。

　　 ２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３　マルキン忠勇㈱、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱、盛田㈱及び大連丸金食品有限公司は、

特定子会社であります。

４　ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く）の連結売上高に占める割合が10％を越えております。

主要な損益情報等

(1) 売上高 25,198百万円

(2) 経常損失 241百万円

(3) 当期純損失 507百万円

(4) 純資産額 1,190百万円

(5) 総資産額 5,715百万円

５　ジャパン・フード＆リカー・アライアンス酒類販売㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く）の連結売上高に占める割合が10％を越えております。

主要な損益情報等

(1) 売上高 3,382百万円

(2) 経常利益 19百万円

(3) 当期純利益 11百万円

(4) 純資産額 208百万円

(5) 総資産額 772百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況
平成20年９月30日現在

区分 食品部門 その他 全社(共通) 合計

従業員数(名)
485
(183)

65
(134)

196
(27)

746
(344)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４　全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況
平成20年９月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円)

67
(2)

43.9 14.7 5

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５　前事業年度に比べ18名増加しておりますが、マルキンバイオ株式会社を吸収合併したことによるものでありま

す。　　

　

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合の平成20年９月30日現在の組合員数は159名であります。

上部団体として日本食品産業労働組合連合会に加盟しております。

労働組合は提出会社及びマルキン忠勇㈱、盛田㈱にあり、労使関係については概ね良好であります。

なお、その他の連結子会社には労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

当社グループは食品事業が事業全体の大部分を占めているため、セグメント別の記載は行っておりま

せん。

なお、前連結会計年度は、当社の決算期を毎年３月31日から毎年９月30日に変更したため、平成19年４

月１日から平成19年９月30日までの６ケ月間となっており、当連結会計年度の業績及びキャッシュ・フ

ローの状況につきましては、前連結会計年度との比較表示を行っておりません。 

　

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に起因する米国経済の減速や株式・

為替市場の変動、原油・原材料価格の急激な高騰による企業収益の減少等、依然として先行き不透明な状

況で推移いたしました。

　食品業界におきましては、産地偽装や賞味期限の改ざんなどの国内食品関連企業の不祥事、あるいは中

国産原料・製品への不信感の強まりなど、食品の安全性に対する消費者の信頼低下により、より高いレベ

ルでの食品への「安全・安心」の確保が企業側に求められております。また、更なる原材料等の高騰を受

けた商品価格の値上げが個人消費に影響を及ぼし始めました。

　このような環境の中、当社グループは、事業環境や市場動向の変化に迅速に対応可能な、多角的食分野に

おける効率的な経営推進を基本として、現在注力している日本酒メーカーへのアライアンス活動を積極

的に展開し、また、マルキン忠勇事業における生産拠点の統廃合及び人員の再配置などリストラ策を実施

いたしました。

　この結果、当社グループの売上高は31,449百万円、営業利益は196百万円、経常利益は11百万円となり、特

別損失で「貸倒引当金繰入額」「たな卸資産評価損」「子会社整理損」を計上したこと等により、当期

純損失は777百万円となりました。

　部門別概況は次のとおりであります。

（醤油・調味料部門）

　醤油・調味料は、消費量の減少や価格競争等に加え、原材料や原油などの高騰といった事業環境の悪化

の中、平成20年４月より醤油商品の値上げを実施いたしました。これにより、値上げ実施前における駆け

込み需要増があり、また、値上げ実施後につきましても堅調に推移いたしました。前連結会計年度におい

て首都圏限定販売であったマルキン忠勇「特選 丸大豆しょうゆ」を全国販売し、また、盛田の「今夜は

しょうが焼」「今夜は豚丼」「今夜はてり焼」の３商品をリニューアル発売し、これらが売上高に貢献

いたしました。また、平成19年10月より一部の醤油・調味料商品については、業界の商慣習である取引先

に対する固定の販売促進費を販売費及び一般管理費として計上する方法から、初めからその金額を差し

引いた価格で売上高を計上することで、より明瞭な売上高・営業利益の実態把握を行いました。その結

果、当部門の売上高は12,454百万円となりました。
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（輸入食品部門）

　業務用食材は、キャビアが需要の大幅な減少により売上の不振が続いておりますが、フレッシュ・冷凍

フォアグラ及びフレッシュチーズ等の売上高は順調に推移いたしました。製菓材料は、主力の「Ｋｉｒｉ

クリームチーズ」は、値上げの影響により販売量及び売上高が減少いたしましたが、総合製菓材ブランド

であるＤＧＦ商品は、販売量及び売上高が好調に推移いたしました。小売用商品では、ボンヌママンブラ

ンドのジャム、ビスケット等の売上が堅調に推移いたしました。その結果、当部門の売上高は8,962百万円

となりました。

（酒類部門）

　日本酒等は、消費量の減少など依然として厳しい市場環境下にありますが、盛田ブランドにおいては全

国新酒鑑評会で３年連続金賞受賞した「金紋ねのひ 金賞受賞酒」を平成20年７月に発売いたしました。

また、当連結会計年度より連結対象となった加賀の井酒造㈱、藤井酒造㈱、㈱老田酒造店及び中川酒造㈱

の各地の地酒メーカーの売上が加わりました。㈱アルカンが輸入するワイン等は、ボルドーワインは売上

高が減少しておりますが、シャンパンブランド「ボランジェ」「アヤラ」、ブルゴーニュワインのブラン

ド「シャンソン」の売上が好調に推移いたしました。その結果、当部門の売上高は4,103百万円となりま

した。

（漬物部門）

　漬物商品は、市場における価格競争激化に加え、産地偽装や残留農薬等の中国産原料に対する消費者の

不信感の強まりもあって、売上高は大幅に減少いたしました。また、生産効率の改善を目的として平成20

年7月末日にマルキン忠勇埼玉工場を閉鎖し、徳島工場及び高橋弥次右衛門商店へ生産統合いたしまし

た。その結果、当部門の売上高は1,537百万円となりました。

（外食部門）

  モリタフードサービス㈱が展開する外食事業は、平成20年４月に「蔵人厨ねのひ 銀座店」「パニーノ

・ジュスト 青山店」をオープンし売上高が増加いたしました。その結果、当部門の売上高は836百万円と

なりました。

（健康食品部門）

　健康食品は、新商品として、もろみ酢ベースのワンショットドリンク「社長のど迫力　ローヤルゼリー 

マカ抽出液＋リュウガンエキス１０００」「社員の気力 Ｄ－リボース１００」を発売しましたが、一方

で既存商品の売上は大幅に減少いたしました。その結果、当部門の売上高は633百万円となりました。

（その他部門）

　飲料事業は、ハイピースブランドの新商品として「有機烏龍茶」「有機ジャスミン茶」「黒豆茶」「く

ろ黒豆茶」を発売いたしました。また、ＰＢ商品の売上が好調に推移いたしました。さらに、当社グループ

の企業再生ノウハウを生かしたコンサルティング事業収入が順調に推移いたしました。その結果、当部門

の売上高は2,921百万円となりました。

これらの結果、当社グループの売上高は31,449百万円、営業利益は196百万円、経常利益は11百万円、当

期純損失は777百万円となりました。 

　

(注)　当社は消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)の処理方法は税抜方式によっているため、記載されてい

る金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により648百万円増加しましたが、投資活

動により1,556百万円減少し、財務活動により482百万円増加した結果等、現金及び現金同等物は420百万

円減少し、821百万円となりました。

　当連結会計年度のキャッシュ・フローは次のとおりであります。

　　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失が613百万円、たな卸資産の増加額が378

百万円であったものの、減価償却費が653百万円、のれん償却額が313百万円、売上債権の減少額が642百万

円あったこと等により、648百万円となりました。

　　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出が923百万円、事業譲受けによる支

出が369百万円あったこと等により△1,556百万円となりました。

　　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額が2,435百万円、長期借入金の返済による

支出が1,913百万円あったこと等により482百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

前連結会計年度は、決算期変更に伴い６ヶ月決算となったため、前連結会計年度との比較表示を行っておりません。
　

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　
事業部門 生産高(百万円)

醤油・調味料部門 7,265

酒類部門 1,209

漬物部門 957

健康食品部門 97

その他 1,279

合計 10,809

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　
事業部門 仕入高(百万円)

醤油・調味料部門 215

輸入食品部門 6,862

酒類部門 1,042

漬物部門 128

外食部門 205

健康食品部門 176

その他 847

合計 9,478

(注) １　金額は、実際購入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　
事業部門 販売高(百万円)

醤油・調味料部門 12,454

輸入食品部門 8,962

酒類部門 4,103

漬物部門 1,537

外食部門 836

健康食品部門 633

その他 2,921

合計 31,449

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績は、いずれも総販売実績に対する当該割合が100分の10未満のため記載しておりませ

ん。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、既存の食品事業領域における着実な成長とともに、これらの既存分野でも特にメー

カー事業領域と相互作用が可能な、高品質で高付加価値を持つ、新規事業領域への戦略的なＭ＆Ａ・提携

等を通じて、企業価値を多角的に向上させ、更なるグループ規模の拡大を目指します。各事業部門におけ

る戦略及び課題は下記のとおりです。

①醤油・調味料部門

　当社グループでは、地域地盤の異なる４つの醤油ブランドを有しており、これらメーカー間での更なる

シナジー効果創出による同事業全体の効率化と、関東エリアにおける販売拡大を図ります。また、資本関

係の有無に係わらず、現在当社グループが保持していない地域の醤油ブランドを持つメーカーとの連携

拡大によって、市場におけるネットワークの強化と、これによる企業間を越えた新たなシナジーを構築す

ることを目指します。

②輸入食品部門

　輸入国については、既存のヨーロッパ諸国を中心としつつも、新たな輸入エリアの拡大を図り、高品質の

食材・食品だけでなく、輸入した食材を原材料とする加工食品を開発することで、更に商品レンジの充実

を目指します。

③酒類部門

　酒造事業につきましては、日本各地に根付いている良質な地域ブランドを多数メンバー企業として加え

ることで、魅力のある商品ラインアップの拡充に努めます。また、これらの酒造メーカー一つ一つのブラ

ンド価値向上とともに、酒造事業全体の収益性の向上を目指します。

　ワイン事業につきましては、世界的に名声を誇るシャンパンブランド「ボランジェ」他、ＳＪＢグルー

プなどの高付加価値商品について、日本市場でのブランド力の強化に努めます。

④漬物部門

　商品アイテムや生産拠点の見直し等による生産効率の改善、更なる製品原価のコスト低減を図ります。

また、新商品の開発に取り組み、新たな市場へ積極的に展開します。

⑤外食部門

　既存の業態の更なる店舗拡大と、新規外食企業のＭ＆Ａ・業務提携等を積極的に展開します。

⑥健康食品部門

　当社グループがパイオニアであるもろみ酢やザクロといった健康食品について、既存商品の枠に捉われ

ず、新たな切り口での商品開発を行います。また、おいしさや安全・安心、健康をキーワードとした新たな

健康食品の研究開発に取り組みます。

⑦その他部門

・飲料事業につきましては、市場のニーズに合致した有機商品の拡大や、ユニークな視点に立ち、地域に

根ざした特徴のある商品の開発を目指します。

・コンサルティング事業につきましては、当社グループの食品企業再生ノウハウについて、食　　　　品業

界に認知向上を図ることによって、より広域な事業展開に取り組みます。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のような

ものがあります。なお、記載内容のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年12月25

日）現在において当社が判断したものであります。

①食品の安全性

　食品の「安全・安心」は当社グループにとって最大のテーマであり、法令で定められたよりも格段に高

く自社基準を定め、品質管理体制やトレーサビリティーの強化に取り組んでおります。しかしながら、異

物混入、健康被害を与える可能性のある欠陥商品、表示違反などが生じる恐れがあり、これによってブラ

ンドイメージが損なわれ、売上高の減少、回収費用などにより経営成績と財政状態に悪影響を与える可能

性があります。

②経済状況及び消費動向

　当社グループの商品は、ほとんどを国内市場で販売しております。そのため、日本経済の景気動向とそれ

に伴う需要の減少、また消費動向などに大きな変化があった場合、当社グループの経営成績と財政状態に

悪影響を及ぼす可能性があります。

③原材料・商品の調達

　当社グループは、原材料及び商品の多くを海外から調達しております。そのため、調達国における法律及

び規制の変更や社会的混乱等により、調達コストの上昇や供給不足となる可能性があります。

　また、当社グループが調達する主要原材料や重油等のエネルギー資源は、その価格が市況により変動す

る可能性があります。

④為替変動

　輸入食品は、商品のほとんどをヨーロッパから調達しておりますが、ユーロ高傾向が続くことによって

商品原価が上昇していく可能性があります。

⑤新商品開発力

　食品業界における商品開発は非常に競争が激しく、同一カテゴリーにおいて類似した後発商品の相次ぐ

発売や価格訴求等により、当社グループ商品の優位性が短期間で失われる可能性もあることは否定でき

ません。また、開発した新商品が市場において一定の評価を得られない場合は、当社グループの業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。

⑥価格競争

　当社グループの各事業分野において、市場競争がさらに激化した場合は、売上高及び利益の減少といっ

た、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑦製造技術の継承と技術者の育成

　当社グループの基本理念の一つである「日本の伝統的で良質な食生活や食文化を守り、次世代に伝えて

いく」という考えのもと、醤油、味噌、漬物及び日本酒等の伝統食品の製造技術を継承すべく、後継者とな

り得る技術者の育成を行っております。しかしながら、人材不足等により継承が円滑にできない可能性も

あります。

⑧法的規制

　当社グループは、国内において食品衛生法や製造物責任等の法的規制を受けております。今後、予期しな

い法的規制等が導入された場合に、当社グループの事業活動が制約を受ける可能性があります。
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⑨天候不順・災害 

　当社グループが調達している原材料や商品の収穫地における天候不順により、調達価格の上昇や供給不

足に陥る可能性や、冷夏や暖冬などによって一部当社グループ商品の売上に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

　また、地震や大規模な自然災害などが発生して、当社グループの生産設備等が損害を被り、操業中断によ

る製造能力の低下とこれに伴う売上高の減少、物流機能の混乱、さらに、設備修復費用の増加等により、当

社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑩財務制限条項等について

　当社グループは、ビジネスモデル上、常に支払いが先行することから、仕入資金の確保は事業展開を行う

上で、重要な課題となっております。そのため、主に仕入資金の運転資金に充てることとするシンジケー

トローン契約を金融機関と締結しております。当該契約には、財務制限条項等がついており、当該財務制

限条項に接触し、金融機関が権利行使した場合は、融資契約上の全ての債務について期限の利益を失うこ

ととなり、当社グループの資金繰りや業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

  株式会社伝統蔵の100％出資子会社のはくりゅう酒造株式会社と白龍酒造株式会社の事業譲渡の締結

　当社の連結子会社株式会社伝統蔵の100％出資子会社のはくりゅう酒造株式会社（平成20年11月1日を

もって白龍酒造株式会社に商号変更しております）が、白龍酒造株式会社（平成20年11月1日をもって岡

山産業株式会社に商号変更しております）との間で同社が営む日本酒を主体とする清酒製造販売事業に

関する事業譲渡契約を平成20年5月23日に締結しました。その後、平成20年11月1日付けで事業を譲り受け

ております。

　　(１) 事業譲受けの内容

　　　    清酒製造販売事業

    (２) 白龍酒造株式会社の概要

          名称        白龍酒造株式会社

　　　　　　　　　　 （平成20年11月1日をもって岡山産業株式会社に商号変更しております）

          本店所在地　新潟県阿賀野市岡山町３番７号

　　　　　　　　　　 （平成20年11月１日をもって新潟県阿賀野市下条町12番54号に移転しております）

　(３) 譲受資産及び負債

項目 金額 項目 金額

流動資産 91百万円 流動負債 74百万円

固定資産 128百万円 固定負債 2百万円

資産合計 219百万円 負債合計 77百万円

　 （４）譲受価格

　　　　　142百万円
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、豊かで健康的な生活を求める消費者のニーズに応えるため、長年培った発酵技術、バイオ技術等を生

かして、安心、安全、健康な食品を適正な価格で提供することを、研究開発活動の基本コンセプトとしております。

当連結会計年度の研究開発費の総額は97百万円であります。

当連結会計年度の部門別の研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

(1) 醤油・調味料部門

  厳密な品質管理、衛生管理及び工程管理を行う一方、お客様のニーズに基づいた新商品開発と研究を行なって

おります。当連結会計年度においては、「有機すき焼わりした」「魚の達人 味噌煮のたれ」「魚の達人 海鮮丼

のたれ」「柚子鍋つゆ」「鳥芳とり鍋つゆ」「日光将軍鍋 しもつかれ風味」「おろしぽん酢」「しょうゆ焼き

そばソース」「もろみジャム」の専用調味料を中心に開発を行い、グループの各ブランドで販売しました。また、

原料にこだわった有機シリーズ商品の開発にも取組んでいます。

  当連結会計年度の醤油・調味料部門の研究開発費は57百万円であります。

　

(2) 漬物部門

 「残留農薬等のポジティブリスト」に対応すべく、農家での農業使用の把握や使用原材料の残留農薬分析を行

い、製品を製造しております。当連結会計期間においては、「つぼ千枚」2品をリニューアルしました。

  当連結会計年度の漬物部門の研究開発費は10百万円であります。

　

(3) 酒類部門

  当連結会計期間においては、清酒を中心に、グループの各ブランドで10品を新たに上市しました。また、原料に

こだわった商品の開発にも取組んでいます。

  当連結会計年度の漬物部門の研究開発費は6百万円であります。

　

(4) 健康食品部門及びその他の部門

  健康食品、飲料並びに化成品につきましては、独自性のあるより良い商品の研究開発、商品化、市場拡大に取り

組んでおります。当連結会計年度は、健康食品につきましては、「琉球もろみ酢」ベースの「ごくごく飲めるもろ

み酢」のリニューアルを行い、飲料部門では、「有機烏龍茶」「有機ジャスミン茶」「黒豆茶」「くろ黒豆茶」

を開発、発売しました。大学研究機関と健康食品素材の機能性検証について共同研究中です。飲料においては、原

料にこだわった有機原料シリーズの商品開発を推進しております。

また、その他の部門の化成品では、注目されているシアル酸並びに関連化合物が、医薬品開発原料として、引き続

き製薬業界向けに需要拡大中であります。尿中の硫酸抱合型胆汁酸を測定する肝機能検査薬「ユーバステック・

オート」も、販売実績(昨年同期間比約120%)を上げてきております。国内においては、大学研究機関及び民間検査

センターと連携して、新生児領域を中心に市場拡大に取り組んでいます。

  当連結会計年度の健康食品部門及びその他の部門の研究開発費は22百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年12月25日)現在において当社グループが判断した

ものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要となる事項につきましては、合理的な基準に基づき、会計

上の見積りを行っております。

詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」に記載しております。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社は平成18年12月23日開催の臨時株主総会において、決算期を従来の３月期から９月期に変更し、前連結会計年

度は６ヶ月決算となっております。従いまして前年同期比は算出しておりません。

① 売上高

平成19年10月に連結子会社となった㈱老田酒造店、加賀の井酒造㈱、藤井酒造㈱および平成20年５月に連結子会

社になった中川酒造㈱の売上が加わったこと等により、当連結会計年度の売上高は31,449百万円となりました。　

各部門別の状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要 (1) 業績」をご参照ください。

② 売上原価、売上総利益

連結子会社が増加したこと等により、当連結会計年度の売上原価は20,529百万円となりました。

　またその結果、売上総利益は10,920百万円で売上総利益率34.7％となりました。

③ 販売費及び一般管理費、営業利益

販売費及び一般管理費は、連結子会社が増加したこと等により、10,723百万円となりました。

　その結果、営業利益は196百万円で営業利益率0.6％となりました。

④ 営業外損益、経常利益

当連結会計年度の営業外損益は、184百万円の費用（純額）となりました。これは営業外費用の「支払利息」の

計上等によるものであります。

　その結果、経常利益は11百万円となりました。

⑤ 特別損益、税金等調整前当期純損失

当連結会計年度の特別損益は、625百万円の損失（純額）となりました。

　当連結会計年度は、特別利益で「退職給付制度改訂益」他139百万円計上しましたが、特別損失で「たな卸資産評

価損」、「貸倒引当金繰入額」、「子会社整理損」他765百万円の計上があったことによるものです。

　その結果、税金等調整前当期純損失は613百万円となりました。

⑥ 法人税等、当期純損失

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を合わせた税金費用合計額は172百万円であります。

その結果、当期純損失は777百万円となりました。

　　　　

(3) 資産・負債の状況の分析

① 資産

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末日が休日であったことによる影響等により受取手形及び売

掛金が減少したものの、たな卸資産が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ82百万円減少しました。

固定資産は、有形固定資産の増加等により、前連結会計年度末に比べ100百万円増加しました。

その結果、当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ17百万円増加（0.1％増）の33,607百万円と

なりました。
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② 負債

当連結会計年度末の流動負債は、短期借入金が1,453百万円、一年以内返済予定長期借入金が1,469百万円増加し

たこと等により、前連結会計年度末に比べ3,469百万円増加しました。固定負債は、長期借入金が減少したこと等に

より、前連結会計年度末に比べ2,576百万円減少しました。

その結果、当連結会計年度末の負債の部は、前連結会計年度末に比べ892百万円増加（3.7％増）の25,122百万円

となりました。

③ 純資産

当連結会計年度末の純資産の部は、当期純損失の計上により777百万円減少したことなどにより、前連結会計年

度末に比べ875百万円減少（9.4％減）の8,485百万円となりました。

その結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.6％減少の25.2％となり、１株当たり純資産額は、前連結

会計年度末に比べ13.66円減少の130.62円となりました。

(4) 資本の財源及び資金の流動性の分析

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ420百万円減少し、821百万円となりました。

詳細につきましては、「第２　事業の状況　１　事業等の概要　(2) キャッシュ・フローの状況」に記載しておりま

す。

　

(5) 経営戦略の現状と見通し

当社グループは、総合食品アライアンスとして、それぞれの強みを持った食品関連企業が集まり、より強固な企業

体としてともに成長・発展を目指します。当社グループが持つ３つのプラットフォーム「プロダクト プラット

フォーム」「ビジネス プラットフォーム」「デベロップメント プラットフォーム」を最大限に生かして、グループ

規模の拡大につなげるためのプラットフォームを構築することを基本方針としており、組織・体制のリストラクチャ

リングを常に実施すること、バラエティのあるブランド構成を保つことを前提として、既存事業の着実な成長ととも

に、高品質・高付加価値な新規事業領域への拡大による、多角的企業価値を持つグループとして成長していくことを

目指しています。 

　醤油・調味料事業につきましては、原材料・原油価格高騰による醸造みりん、みりん風調味料及び料理酒の価格改定

を平成20年10月より実施いたしました。 

　高級食材分野につきましては、輸入食材だけでなく、グループ内の水産関連事業の企業が調達する高級水産食材や、

その他高品質な国産食材を拡充し、食材だけでなく加工度を上げた商品提供の強化に努めてまいります。

  外食事業につきましては、平成20年10月に「蔵人厨ねのひ 大阪店」をオープンさせ、同事業としては初の関西進出

を果たしました。 

　また、全国の中小規模の日本酒メーカーに対するアライアンスの積極推進と、株式会社伝統蔵を中心とした地酒蔵集

団の形成を目的とした「伝統蔵」ビジネスの更なる展開を図っていきます。 

　恒常的な収益事業として、特に清酒メーカーへのコンサルティング事業を中心とした、食品企業体再生事業に注力致

します。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載しておりま

す。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資は、主に外食事業の新規投資を行い、投資総額は997百万円となりました。

なお、当連結会計年度は、固定資産総額10百万円売却し、45百万円を除却しました。

また、マルキン忠勇株式会社埼玉工場の閉鎖に伴う損失が97百万円あります。

部門別の設備投資について示すと、次のとおりであります。

(1) 醤油・調味料部門

醤油の仕込・包装工程の効率化・省力化を図るため、総額449百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

(2) 漬物部門

漬物製造の品質向上と効率化を図るため、総額42百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

(3) 酒類部門及びその他の部門

酒類部門及びその他の部門につきましては、総額505百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年９月30日現在

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

食品バイオ研究セ
ンター(京都府宇
治市菟道)

その他 研究開発設備 　41
　

　1
　

　
280

(1,651)
6
　

330　
　

13

青木物流センター
(兵庫県神戸市東
灘区)

その他 賃貸設備 164
　

2
　

- 2
　

169　
　

0

　 (注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

     ２　上記帳簿価額には建設仮勘定の金額及び消費税等は含んでおりません。なお、「その他」は工具器具備品であ

ります。

３　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約
残高(百万円)

全社 全部門
ネ ッ ト ワ ー ク 機 器
（FirePass4110他）

平成19年11月
～平成24年10月

1 5
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(2) 国内子会社

平成20年９月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

マルキン
忠勇㈱

小豆島工場
(香川県小豆郡
小豆島町)

醤油・調
味料部門

醤油調味料
製造設備

817 663
3,394
(79,387)

21 4,896105

盛田㈱
小鈴谷第一工場
(愛知県常滑市
小鈴谷)

その他
その他
製造設備

105 - 517
(36,904)

1 62315

盛田㈱
小鈴谷第二工場
(愛知県常滑市
小鈴谷)

醤油・調
味料部門

醤油調味料
製造設備

150 -
645

(21,941)
3 79941

盛田㈱
大谷工場
(愛知県常滑市
大谷)

酒類部門
酒類
製造設備

331 12
455

(31,229)
2 80318

㈱ハイピー
ス

本社工場
(福井県丹生郡
越前町)

その他
その他
製造設備

170 113
266

(10,335)
2 55232

㈱高橋弥次
右衛門商店

本社工場
(栃木県日光市
土沢)

醤油・調
味料部門

醤油調味料
製造設備

260 218
99

(14,519)
9 58878

加賀屋醤油
㈱

本社工場
(徳島県名西郡
石井町)

醤油・調
味料部門

醤油調味料
製造設備

122 28
246

(10,244)
6 40428

　 (注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記帳簿価額には建設仮勘定の金額及び消費税等は含んでおりません。なお、「その他」は工具器具備品の金

額であります。

３　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の内容 リース期間
年間
リース料
(百万円)

リース
契約残高
(百万円)

モリタフード
サービス㈱

丸の内店
(東京都千代田区
丸の内)

その他
店内什器
備品一式

平成16年９月
～平成23年９月

6 19

名古屋駅前店
(名古屋市中村区
名駅)

その他
店内什器
備品一式

平成19年４月
～平成26年４月

7 42

銀座店
(東京都中央区
銀座)

その他
店内什器
備品一式

平成20年４月
～平成27年４月

6 82

盛田㈱

小鈴谷工場及び
大谷工場
(愛知県常滑市
小鈴谷他)

醤油・調味料部
門及び酒類部門

機械装置
一式

平成15年10月
～平成26年３月

167 761

　

(3) 在外子会社

平成20年９月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

大連丸金食
品有限公司

大連工場
(中国大連市)

醤油・調
味料部門

醤油調味料
製造設備

256 283 ― 1 54250

　　 (注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記帳簿価額には建設仮勘定の金額は含んでおりません。なお、「その他」は工具器具備品の金額であります。

　

EDINET提出書類

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社(E00399)

有価証券報告書

 23/110



３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容
期末帳簿価額
(百万円)

除却等の
予定年月

マルキン忠勇㈱
 埼玉工場　　　　　　　　　　 （埼玉県
東松山市大字上唐子）

漬物部門 土地売却 19 ―
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,004,52068,004,520
大阪証券取引所
(市場第二部)

―

計 68,004,52068,004,520― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年４月３日
～

平成15年４月23日
(注)１

1,861 41,682 85 2,773 84 1,626

平成16年12月１日
(注)２

16,967 58,649 ― 2,773 2,849 4,475

平成17年３月18日
(注)３

― 58,649 ― 2,773 △3,782 693

平成17年８月１日
(注)４

9,354 68,004 ― 2,773 147 840

(注) １　新株予約権の行使による増加

　　*発行価額　170百万円　*資本組入額　85百万円

　　行使者　クレディリヨネ・ジュネーブ

　　*印を附した金額については、１株当たりの発行価格及び資本組入額が複数あるため、それぞれ総額で表示して

おります。

　　平成15年４月23日をもって新株予約権の行使は完了しました。

２　株式交換の実施に伴う新株発行による増加

　　盛田㈱との株式交換　　　　発行株式数　　　　15,970千株

　　　　　　　　　　　　　　　資本準備金増加額　 2,759百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　（交換比率　1：15.97）

　　㈱ハイピースとの株式交換　発行株式数　　　　　 997千株

　　　　　　　　　　　　　　　資本準備金増加額　　　90百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　（交換比率　1：16.62）

３　平成17年２月10日に開催した臨時株主総会の決議による資本準備金の減少

　　欠損填補のための資本準備金の減少　　　　　　　　　　　　　1,608百万円

　　商法第289条第２項の規定に基づくその他資本剰余金への振替　 2,173百万円

　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　3,782百万円

４　株式会社アルカンとの株式交換の実施に伴う新株発行による増加

　　発行株式数　9,354千株　　資本準備金増加額　 147百万円(交換比率　1：1.82)
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(5) 【所有者別状況】

平成20年９月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品　　
　　取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 7 16 166 4 6 15,41115,610 ―

所有株式数
(単元)

― 1,283 114 28,604 16 164 37,72167,902102,520

所有株式数
の割合(％)

― 1.90 0.17 42.12 0.02 0.24 55.55100.00 ―

(注) １　自己株式31,953株は「個人その他」に31単元、「単元未満株式の状況」に953株含めて記載しております。

　　なお、自己株式31,953株は株主名簿上の株式数であり、平成20年９月30日現在の実質的な所有株式数は、30,953

株であります。

２　㈱証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」に11単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

盛田アセットマネジメント
株式会社

愛知県名古屋市中区栄１丁目７－34 11,970 17.60

株式会社菱食 東京都大田区平和島６丁目１－１ 4,884 7.18

株式会社エイシィカンパニーグ
ループ

香川県高松市藤塚町1丁目11－22 3,400 5.00

加賀屋醤油株式会社 徳島県名西郡石井町浦庄字国実247-２ 3,200 4.71

敷島製パン株式会社 愛知県名古屋市東区白壁５丁目３ 1,677 2.47

株式会社ミツカンサンミ 愛知県半田市中村町２丁目６ 1,000 1.47

富春　勇 広島県広島市西区 650 0.95

若林　邦昌 兵庫県神戸市灘区 399 0.59

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 360 0.53

学校法人松泉館　 兵庫県神戸市灘区宮山町３丁目３－５ 321 0.47

計 ― 27,862 40.97
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 30,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 3,200,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 64,672,000 64,660 ―

単元未満株式 普通株式 102,520 ― ―

発行済株式総数 68,004,520― ―

総株主の議決権 ― 64,660 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権の数　11

個)、及び当社が実質的に所有していない自己株式1,000株(議決権の数１個)が含まれております。

２　議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式分（11個）及び実質的に所有していない自己株式分（１個）は

含まれておりません。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式953株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ジャパン・フード＆リカー
・アライアンス株式会社

香川県小豆郡小豆島町苗羽
甲1850番地

30,000 ― 30,000 0.0

(相互保有株式)
加賀屋醤油株式会社

徳島県名西郡石井町浦庄字
国実247-２

3,200,000 ― 3,200,000 4.7

計 ― 3,230,000 ― 3,230,000 4.7

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１個)あります。

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、会社法第361条及び第387条の規定に基づき、当社の取締役及び監査役に対して、職務執行の対価であるス

トック・オプションとして新株予約権を発行することを平成19年12月27日の第71回定時株主総会において決議して

おります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成19年12月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名及び監査役３名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）

取締役に対し350,000、監査役に対し75,000

合計425,000を上限とする

なお、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、その他株式数を
変更することが適切な場合は、当社が必要と認める処理を行うものと
する。

新株予約権の行使時の払込金額 （注１）

新株予約権の行使期間
平成19年12月28日から平成29年12月27日までの間において取締役会で
定める期間

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

─

(注) １　新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される新株予約権１個

当たりの金額は、次により決定される１株当たりの価額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた

金額とする。

行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における大阪証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.5を乗じた額とし、１円未満の端数は切り上げ

る。ただし、その金額が新株予約権の割当日の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日

に売買がない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は後者の価額に1.5を乗じた額とする。

なお、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、その他１株当たりの行使価額を変更することが適切な

場合は、当社が必要と認める処理を行うものとする。

　 　２　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役・監査役または従業

員その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。ただし、新株予約権の割当てを受けた者が任期満

了により退任した場合その他当社取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

その他の権利行使条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割当

契約に定める。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第１５５条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　 会社法第１５５条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 4,521 383

当期間における取得自己株式 3,342 157

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 30,953 ─ 34,295 ─

(注)　当期間における保有自己株式には、平成20年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は業績に応じた適正な利益配分を行うことを基本方針とし、企業体質の一層の強化並びに将来の事業展開に備え

るための内部留保の充実などを勘案して、利益配分を決定する方針であります。

　当社の剰余金の配当は、年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は株主総会であります。

　当期の剰余金の配当につきましては、上記の方針を念頭に置き、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株につき　　１

円の配当を実施することになっております。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと財務体質強化など企業価値を高めるため投入してい

くこととしております。

　

（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成20年12月24日
定時株主総会決議

67 1

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成19年９月 平成20年９月

最高(円) 164 423 405 220 107 109

最低(円) 97 152 202 97 86 61

(注) １　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

２　第71期は、決算期変更により平成19年４月１日から平成19年９月30日までの６ヶ月となっております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月 平成20年８月 平成20年９月

最高(円) 88 98 91 84 79 71

最低(円) 79 85 82 79 66 61

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役　
会長 ― 盛　田　英　夫 昭和27年２月17日生

昭和57年12月 ソニー株式会社入社

(注)
２

─

平成６年10月 レイケイ株式会社（現ガラヒ産業

株式会社）代表取締役社長

平成９年５月 盛田株式会社（現盛田アセットマ

ネジメント株式会社）代表取締役

社長

平成11年３月 株式会社アルカン（現ジャパン・

フード＆リカー・アライアンス食

品販売株式会社）代表取締役会長

平成11年12月 財団法人盛田国際教育振興財団理

事長（現任）

平成15年６月 株式会社アルカン（現ジャパン・

フード＆リカー・アライアンス食

品販売株式会社）代表取締役社主

平成17年12月 当社取締役会長

平成18年５月 盛田株式会社取締役会長（現任）

平成20年６月 盛田アセットマネジメント株式会

社代表取締役会長（現任）

平成20年12月 当社代表取締役会長（現任）

代表取締役
社長

― 小　林　武　司 昭和25年４月３日生

昭和49年４月 盛田株式会社(現盛田アセットマ

ネジメント株式会社)入社

(注)

２
32

平成12年１月 株式会社ハイピース代表取締役社

長

平成15年６月 当社取締役

平成15年12月 株式会社リョーショクリカー取締

役(現任)

平成16年６月 盛田株式会社(現盛田アセットマ

ネジメント株式会社)代表取締役

社長

平成16年７月 株式会社ハイピース取締役会長

平成16年９月 盛田株式会社代表取締役社長

平成17年１月 盛田ホールディングス株式会社

(現盛田アセットマネジメント株

式会社)取締役

盛田株式会社取締役

平成17年２月 当社代表取締役社長

平成18年７月 当社代表取締役社長兼生産本部長

平成19年４月 株式会社ハイピース取締役   　　　

マルキンバイオ株式会社取締役

平成19年５月 加賀屋醤油株式会社取締役(現任)

平成19年６月 当社代表取締役社長兼研究開発本

部長

平成20年12月 当社代表取締役社長(現任)

取締役副社長 管理本部長 松　本　健　司 昭和25年８月４日生

昭和49年６月 コミュニケーションメントース株

式会社入社

(注)

２
１

昭和60年４月 アルファネットワーク株式会社入

社

平成７年２月 レイケイ株式会社(現ガラヒ産業

株式会社）入社

平成13年６月 同社取締役

平成15年６月 当社監査役

平成19年10月 盛田アセットマネジメント株式会

社顧問（現任）

平成20年12月 当社取締役副社長兼管理本部長

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

専務取締役

 

新規事業本部長

兼アライアンス

部長兼新規子会

社統括部長兼再

生支援事業部長

佐々木　一　毅 昭和32年２月５日生

昭和55年４月 株式会社協和銀行(現株式会社り

そな銀行)入行

(注)

２
11

平成14年10月 株式会社大阪フード入社

平成15年６月 当社入社財務経理部長

平成15年10月

 
当社執行役員管理本部長兼財務経

理部長

平成16年６月 当社取締役兼執行役員管理本部長

兼財務経理部長

平成16年11月 当社専務取締役管理本部長兼財務

経理部長

平成18年６月 ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス・ロジスティックス株式

会社(現株式会社高橋弥次右衛門

商店)代表取締役社長

平成18年10月 当社専務取締役企画計画本部長兼

新規子会社統括部長兼アライアン

ス部長兼株式会社高橋弥次右衛門

商店担当部長

平成18年12月 聖酒造株式会社代表取締役社長

平成19年４月 ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス酒類販売株式会社取締役

(現任)

平成19年６月 当社専務取締役新規事業本部長兼

アライアンス部長兼新規子会社統

括部長（現任）

平成19年10月 なかがわ酒造株式会社（現中川酒

造株式会社）代表取締役社長（現

任）

平成20年１月 当社専務取締役新規事業本部長兼

アライアンス部長兼新規子会社統

括部長兼再生支援事業部長（現

任）

平成20年９月 株式会社岡田屋本店代表取締役社

長（現任）

取締役

営業本部長兼食

品部長兼酒類部

長

村　上　清　美 昭和19年３月17日生

昭和41年３月 ハウス食品工業株式会社入社

(注)

２
13

平成２年６月 ハウス食品工業株式会社取締役広

域部長

平成18年４月 当社顧問

平成18年６月 当社取締役

ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス食品販売株式会社代表取

締役(現任)

平成18年７月 当社取締役営業本部長兼ジャパン

・フード＆リカー・アライアンス

食品販売㈱担当部長

平成19年３月 ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス酒類販売株式会社代表取

締役(現任)

平成19年４月 マルキン忠勇株式会社取締役(現

任)

盛田株式会社取締役(現任)

株式会社ハイピース取締役(現任)

平成19年６月 当社取締役営業本部長兼食品部長

兼酒類部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

海外事業本部長
兼欧州事業部長
兼海外事業開発
部長兼中国事業
部長

野　田　智　彦 昭和27年4月20日生

昭和51年４月 株式会社三和銀行(現株式会社三

菱東京UFJ銀行)入行

(注)

２
11

平成18年５月 当社顧問

平成18年６月 株式会社エナクラ(現株式会社ア

ルカン)代表取締役社長(現任)

当社執行役員管理・企画本部副本

部長兼株式会社アルカン担当

平成18年12月 当社取締役海外事業本部長兼欧州

事業部長兼海外事業開発部長兼株

式会社アルカン担当部長

平成19年４月 マルキンインターナショナル株式

会社代表取締役社長(現任)

ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス食品販売株式会社取締役

（現任）

ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス酒類販売株式会社取締役

（現任）

当社取締役兼海外事業本部長兼欧

州事業部長兼海外事業開発部長兼

中国事業部長（現任）

取締役 内部統制室管掌 亀　井　一　豊 昭和20年８月８日生

昭和43年４月 株式会社阪急百貨店入社

(注)

２
５

昭和60年10月 ソニー株式会社入社

昭和61年２月 株式会社ソニープラザ取締役

平成11年４月 株式会社ソニープラザ常務取締役

平成15年６月 株式会社アルカン（現ジャパン・

フード＆リカー・アライアンス食

品販売株式会社）代表取締役社長

平成17年６月 当社取締役

平成19年４月 当社取締役内部統制室管掌(現任)

取締役

外食事業本部長
兼ねのひ事業部
長兼パニーニ事
業部長

小　泉　雄　一 昭和29年４月９日生

昭和49年11月 新生有限会社入社

(注)

２
─

昭和55年12月 ロイヤル株式会社入社

平成11年４月 レイケイ株式会社（現ガラヒ産業

株式会社）入社

平成12年５月 モリタフードサービス株式会社代

表取締役社長（現任）

平成16年４月 当社執行役員商事外食本部長

平成19年６月 当社執行役員外食事業本部長兼ね

のひ事業部長兼パニーニ事業部長

平成20年12月 当社取締役兼外食事業本部長兼ね

のひ事業部長兼パニーニ事業部長

（現任）

監査役

(常勤)
― 佐　伯　典　男 昭和23年９月15日生

昭和53年４月 丸金醤油株式会社入社

(注)

３
６

平成17年６月 当社常勤監査役（現任）

平成18年２月 マルキン忠勇株式会社監査役(現

任)

平成18年６月 ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス食品販売株式会社監査役

（現任）

ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス酒類販売株式会社監査役

（現任）

平成19年10月 株式会社伝統蔵監査役(現任)

監査役 ― 土 　井　 　充 昭和22年７月１日生

昭和55年３月 公認会計士登録

(注)

４
15

昭和58年３月 税理士登録

平成８年６月 カルビー株式会社監査役

平成15年５月 株式会社やすらぎ監査役(現任)

平成17年６月 シグマ・ゲイン株式会社監査役

(現任)

カルビー株式会社取締役(現任)

当社監査役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 ― 田　中　裕　之 昭和42年２月19日生

平成２年４月 国際証券株式会社入社

(注)

５
─

平成８年10月 レイケイ株式会社(現ガラヒ産業

株式会社）入社

平成14年５月 ＮＰＯ法人Dolphins Pacific代表

（現任）

平成16年９月 新井リゾートマネージメント株式

会社入社

平成16年10月 新井リゾートマネージメント株式

会社取締役副社長

平成19年12月 盛田トラスティー株式会社入社

平成20年８月 盛田アセットマネジメント株式会

社入社（現任）

平成20年12月 当社監査役（現任）

計 94

　 (注) １　監査役土井充及び田中裕之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成20年９月期に係る定時株主総会終結の時から、平成22年９月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３　監査役佐伯典男の任期は、平成19年９月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年９月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

４　監査役土井充の任期は、平成20年９月期に係る定時株主総会終結の時から、平成24年９月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　監査役田中裕之の任期は、平成20年９月期に係る定時株主総会終結の時から、平成24年９月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

６　当社では、経営の意思決定や実行の迅速化・効率化を図り、又、取締役等の責任範囲と達成目標をより明確化す

るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は３名で下記のとおりであります。

職名 氏名

営業統括部長兼物流部長 井　上　信　二

生産本部長兼生産管理部長兼労務部長 大　西　辰　洋

社長室長兼特命担当部長兼管理本部総務人事グループ長 村　上　公　英
　 ７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

小島 弘 昭和22年１月２日生

昭和46年７月 株式会社システムインターナショナル入社

(注) ─

昭和53年１月 同社代表取締役

昭和57年７月 ＧＦＴＡコーポレーション株式会社取締役

副社長

昭和58年４月 株式会社システムインターナショナル代表

取締役

平成２年４月 ＴＤＣ（ＵＳＡ）Ｉｎｃ．社長

平成２年12月 株式会社マネジメント・ストラテジーズ代

表取締役（現任）

平成６年10月 新井リゾート・マネジメント株式会社代表

取締役社長

松山正一 昭和29年８月１日生

昭和63年４月 鈴木誠法律事務所入所

弁護士登録（第二東京弁護士会）
(注) ─平成５年４月 松山法律事務所設立（新宿）

平成11年12月 松山法律事務所移転（虎ノ門）

　　　　　　(注)補欠監査役の任期は就任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する考え方は、会社経営の基本方針である「広く社会から信頼される企業とな

る」を実現するための、経営の透明性と責任の明確化や迅速な意思決定と業務執行、そして経営監視機能の強化であり、経

営の優先課題として取り組んでおります。

　

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①当社は監査役制度採用会社であります。

②当社は平成11年6月に執行役員制度を導入しました。これにより、取締役会の意思決定及び業務監督と執行役員の業

務執行機能を分離し、執行役員に権限委譲することにより、経営のスピードアップを図っております。

③業務執行・経営の監視の仕組みについては以下のとおりであります。

　

　

④その他、複数の弁護士事務所と顧問契約を締結し、日常業務におけるアドバイスを受けております。

⑤取締役会は原則として毎月１回開催する定例取締役会と、必要に応じてその都度開催する臨時取締役会を開催して

おります。取締役会では、法令に定められた事項、定款に定められた事項及び重要な業務に関する事項について審議

し、出席した取締役の過半数をもって決議しております。

⑥監査役会は原則として年４回開催する定時監査役会と、必要あるごとに随時開催する臨時監査役会を開催しており

ます。監査役会は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、または決議を行っております。

⑦取締役の定数

当社の取締役は11名以内とすることを定款で定めております。

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらな

い旨も定款に定めております。

⑨株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。
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⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役及び監査役の損害賠償責任を、法令

の限度において、取締役会の決議をもって免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監

査役がその期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするものであります。

注）平成20年12月24日開催の定時株主総会にて取締役２名増員、執行役員２名減員しており、提出日現在の取締役は

８名であり、執行役員は３名であります。

　

(2) リスク管理体制の整備の状況

①重大な製品事故や台風・大規模地震などの天災、重要な企業情報漏洩など当社グループの経営に重要な影響を与え

る危機に直面した時には、当社社長が対策本部長を任命する危機管理緊急対策本部を設置し、迅速かつ的確に対応

できる体制を構築しています。

②経営機関として事業長会議を設置しました。事業長会議は、グループの経営課題を審議し業務執行の意思統一を図

るため、全取締役及び全執行役員により毎月原則第15営業日に開催しております。

③情報開示については、広報・ＩＲ部を通して企業活動の適時な情報開示を拡充していきます。

④経営監視機能については、コンプライアンス規定に基づき、経営及び業務執行の健全かつ適切な運営に資するため

の基本的な事項を定めました。コンプライアンスに係る業務の統括部署は内部統制室とする。当社のコンプライア

ンス体制の確立、浸透、定着という目的を達成するため、コンプライアンス委員会規定に基づき、コンプライアンス

委員会はコンプライアンス体制の整備、強化を図るためコンプライアンスに係る重要事項の協議・決定を行いま

す。

⑤内部監査規定に基づき、内部統制室３名が会計監査及び業務監査を行っております。監査は定期監査と臨時監査に

区分して行い、監査役監査及び会計監査人監査との重複を避けて、監査情報を交換するために随時、監査役又は会計

監査人と連携・調整を行っております。

　

(3) 会社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係及びその他の利害関係

　　該当事項はありません。

　

　

(4) 会計監査の状況

　会計監査につきましては、清友監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けており

ます。

　当社の同監査法人への公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は26百万円

であり、それ以外の業務に基づく報酬はありません。なお、当事業年度における会計監査の体制は、以下のとおりで

あります。

①業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

指定社員・業務執行社員 後藤員久

清友監査法人

※

指定社員・業務執行社員 人見敏之 ※

※ ７年以内であるため、記載を省略しております。

②会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　 ９名　　　会計士補　 ３名　　　その他　 ５名
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(5) 役員報酬の内容

①取締役及び監査役の報酬総額

取締役　４名　38百万円(内、社外取締役は─百万円であります。)

監査役　３名　11百万円(内、社外監査役は４百万円であります。)

(注) 期末現在の支給人員は、取締役 ６名、監査役 ３名であります。なお、上記の支給人員との相違は、無報酬の取締

役２名が在任していることによるものです。また、当該取締役２名が当社子会社から役員として受けている報酬等

の総額は15百万円であります。

②使用人兼務取締役の使用人分給与相当額

─百万円
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年10月１日から平成20年９月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年10月１日から平成20年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)並びに当連結会計年度

(平成19年10月１日から平成20年９月30日まで)及び当事業年度(平成19年10月１日から平成20年９月30日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、清友監査法人の監査を受けております。

　

３　決算期変更について

平成18年12月23日開催の臨時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を３月31日から９月

30日に変更いたしました。

したがって、前連結会計年度及び前事業年度は平成19年４月１日から平成19年９月30日までの６ヵ月間

となっております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年９月30日)

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,265 866

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 6,193 5,640

　３　たな卸資産 5,867 6,594

　４　繰延税金資産 271 443

　５　その他 874 865

　　　貸倒引当金 △ 12 △ 33

　　　流動資産合計 14,46043.1 14,37742.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　　(1) 建物及び構築物 4,532 5,294

　　　　減価償却累計額 1,519 3,013 1,754 3,539

　　(2) 機械装置及び運搬具 6,989 7,196

　　　　減価償却累計額 5,405 1,584 5,673 1,523

　　(3) 土地 6,609 6,820

　　(4) 建設仮勘定 84 96

　　(5) その他 590 620

　　　　減価償却累計額 422 167 450 170

　　　有形固定資産合計 11,45934.1 12,14936.1

　２　無形固定資産

    (1) のれん 5,187 4,892

　　(2) その他 196 246

　　　無形固定資産合計 5,38316.0 5,13815.3

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1,2 1,005 909

　　(2) 破産債権等 72 167

　　(3) 長期前払費用 156 112

　　(4) 繰延税金資産 491 230

　　(5) その他 ※１ 680 738

　　　　貸倒引当金 △ 119 △ 215

　　　投資その他の資産合計 2,2866.8 1,9415.8

　　　固定資産合計 19,12956.9 19,22957.2

　　　資産合計 33,589100.0 33,607100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年９月30日)

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※４ 2,266 2,638

　２　短期借入金 ※２ 11,300 12,753

　３　１年以内返済予定
　　　長期借入金

※２ 1,777 3,246

　４　未払金 ※２ 427 308

　５　未払法人税等 43 63

　６　未払費用 965 1,342

　７　賞与引当金 212 1

　８　その他 135 242

　　　流動負債合計 17,12751.0 20,59761.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 5,879 3,577

　２　設備未払金 ※２ 68 61

　３　退職給付引当金 1,106 839

　４　その他 46 46

　　　固定負債合計 7,10121.1 4,52413.5

　　　負債合計 24,22972.1 25,12274.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,773 2,773

　２　資本剰余金 7,719 7,719

　３　利益剰余金 △822 △ 1,636

　４　自己株式 △375 △ 375

　　　株主資本合計 9,29527.7 8,48025.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

9 △ 10

　２　繰延ヘッジ損益 6 △ 40

　３　為替換算調整勘定 33 29

　　　評価・換算差額等
　　　合計

50 0.1 △ 20△0.1

Ⅲ　少数株主持分 14 0.1 24 0.1

　　　純資産合計 9,36027.9 8,48525.2

　　　負債純資産合計 33,589100.0 33,607100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 14,633100.0 31,449100.0
Ⅱ　売上原価 9,34763.9 20,52965.3
　　　売上総利益 5,28536.1 10,92034.7
Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１
　１　給料手当 1,015 2,185
　２　賞与引当金繰入額 97 1
　３　法定福利費 135 307
　４　販売運賃 854 2,163
　５　販売促進費 1,248 2,578
　６　広告宣伝費 72 125
　７　不動産等賃借料 342 730
　８　業務委託費 110 326
　９　減価償却費 36 94
　10　のれん償却費 154 313
　11　その他 1,047 5,11434.9 1,898 10,72334.1
　　　営業利益 170 1.2 196 0.6
Ⅳ　営業外収益
　１　受取利息 1 2
　２　受取配当金 4 17
　３　為替差益 47 61
　４　負ののれん償却額 ─ 45
　５　その他 70 124 0.8 83 208 0.7
Ⅴ　営業外費用
　１　支払利息 168 331
　２　融資手数料 14 31
　３　持分法による投資損失 10 1
　４　その他 26 221 1.5 29 393 1.3
　　　経常利益 73 0.5 11 0.0
Ⅵ　特別利益
　１　固定資産売却益 ※２ 10 1
　２　投資有価証券売却益 389 27
　３　貸倒引当金戻入額 11 4
　４　退職給付制度改訂益 ─ 100
　５　その他 0 411 2.8 6 139 0.4
Ⅶ　特別損失
　１　固定資産除却損 ※３ 13 15
　２　減損損失 ※４ 89 45
　３　たな卸資産評価損 55 125
　４　たな卸資産処分損 54 8
　５　貸倒引当金繰入額 ─ 111
　６　退職給付制度改訂損 113 21
　７　工場閉鎖損 ─ 97
　８　早期退職加算金 ─ 67
　９　価格一括精算金 ─ 72
　10　子会社整理損　 ─ 138
　11　その他 ※５ 93 419 2.9 59 765 2.4
　　　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前当期純
　　　損失（△）

65 0.4 △ 613△ 2.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

40 37

　　　法人税等調整額 △ 96 △ 55△ 0.4 134 172 0.5
　　　少数株主利益又は少数株
　　　主損失（△）

1 0.0 △ 9 △0.0

　　　当期純利益又は当期純損
　　　失（△）

119 0.8 △ 777△ 2.5

(注)前連結会計年度は決算期変更により６ケ月決算となっております。
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,773 8,488 △ 1,643 △ 375 9,243

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ △ 64 ─ ─ △ 64

　連結子会社減少に伴う減少高 ─ ─ △ 2 ─ △ 2

　当期純利益 ─ ─ 119 ─ 119

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 0 △ 0

　その他資本剰余金の取崩 ─ △ 704 704 ─ ─

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ △ 768 820 △ 0 51

平成19年９月30日残高(百万円) 2,773 7,719 △ 822 △ 375 9,295

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 20 7 38 66 31 9,341

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ △ 64

　連結子会社減少に伴う減少高 ─ ─ ─ ─ ─ △ 2

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 119

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △0

　その他資本剰余金の取崩 ─ ─ ─ ─ ─ ─

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 10 △0 △ 5 △ 16 △ 16 △ 32

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 10 △0 △ 5 △ 16 △ 16 19

平成19年９月30日残高(百万円) 9 6 33 50 14 9,360

（注）前連結会計年度は決算期変更により６ケ月決算となっております。
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当連結会計年度(自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日残高(百万円) 2,773 7,719 △ 822 △ 375 9,295

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △ 32 ─ △ 32

　連結子会社増加に伴う減少高 ─ ─ △4 ─ △4

　当期純損失 ─ ─ △ 777 ─ △ 777

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △0 △0

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ― ─ ─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ △ 814 △0 △ 814

平成20年９月30日残高(百万円) 2,773 7,719 △ 1,636 △ 375 8,480

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(百万円) 9 6 33 50 14 9,360

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ △ 32

　連結子会社減少に伴う減少高 ─ ─ ─ ─ ─ △4

　当期純損失 ─ ─ ─ ─ ─ △ 777

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △0

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 20 △ 46 △ 4 △ 71 10 △ 61

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 20 △ 46 △ 4 △ 71 10 △ 875

平成20年９月30日残高(百万円) △ 10 △ 40 29 △ 20 24 8,485
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益又は
　　　税金等調整前当期純損失（△）

65 △ 613

　　　減価償却費 316 653

　　　減損損失 89 45

　　　のれん償却額 154 313

　　　負ののれん償却額 ─ △ 45

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少) △12 116

　　　賞与引当金の減少額 △52 △ 214

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少) 185 △ 267

　　　持分法による投資損失 10 1

　　　受取利息及び受取配当金 △5 △ 19

　　　支払利息 168 331

　　　有形固定資産売却益 △10 △ 1

　　　投資有価証券売却益 △389 △ 27

　　　有形固定資産除却損 13 38

　　　預り保証金の返還による支出 △1 △ 18

　　　預り保証金の預りによる収入 0 19

　　　売上債権の減少額 390 642

　　　たな卸資産の増加額 △83 △ 378

　　　前渡金の増加額 △141 △ 54

　　　仕入債務の増減額（△は減少) △372 366

　　　未払費用の増減額（△は減少) △602 303

      未払消費税等の増減額（△は減少) △122 56

　　　その他 △60 △ 269

　　　　小計 △458 975

　　　利息及び配当金の受取額 9 19

　　　利息の支払額 △164 △ 330

　　　法人税等の支払額 △209 △ 41

　　　法人税等の還付額 183 24

　　営業活動によるキャッシュ・フロー △640 648
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の解約による収入 ― 8

　　　貸付けによる支出 △194 △ 163

　　　貸付金の回収による収入 0 0

　　　投資有価証券の売却及び
　　　償還による収入

1,242 336

　　　投資有価証券の取得による支出 △8 △ 302

　　　連結子会社株式及び非連結
　　　子会社株式の取得による支出

△10 △ 7

　　　事業譲受けによる支出 ※２ ― △ 369

　　　有形固定資産の取得による支出 △501 △ 923

　　　有形固定資産の売却による収入 234 12

　　　無形固定資産の取得による支出 0 △ 64

　　　長期前払費用の取得による支出 ― △ 27

　　　保証金・敷金の返還による収入 2 13

　　　保証金・敷金の支払による支出 △73 △ 91

　　　その他 4 22

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 696 △ 1,556

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額
　　　(△は減少)

1,250 2,435

　　　長期借入れによる収入 ― 80

　　　長期借入金の返済による支出 △1,005 △ 1,913

　　　設備未払金の返済による支出 △166 △ 87

　　　配当金の支払額 △64 △ 32

      少数株主からの
　　　株式取得による支出

△22 △ 0

　　　少数株主の払込による収入 1 ―

　　　自己株式取得による支出 △0 △ 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △7 482

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

△8 5

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
　　又は減少額（△）

40 △ 420

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,172 1,212

Ⅶ　連結子会社増加に伴う現金及び
　　現金同等物の増加額

― 29

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,212 821

(注)　前連結会計年度は決算期変更により６ケ月決算となっております。
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　当社グループは、前々連結会計年度、前連結会計年度及

び当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローがそれぞれ△12百万円、△772百万円、△640百万円

となり、営業活動によるキャッシュ・フローが継続的に

マイナスとなっております。これにより、当社グループに

は継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。

　これは、連結財務諸表提出会社の決算期変更により、当

社グループの主力商品であります日本酒・ワイン・ポン

酢等、季節的変動の激しい売上のピークが当連結会計年

度に含まれなかったこと、前連結会計年度に特別損失と

して計上した事業再編諸費用や子会社整理損失の一部が

当連結会計年度において支払われたこと、連結会計年度

末日が休日であったことによる影響、小麦等原材料の高

騰のために９月末に早期手当をしたこと、等の一時的要

因による影響もありますが、事業再編効果を上回る原材

料価格の高騰等により業績が十分でなかったため、営業

キャッシュ・フローがマイナスである事実に変わりはあ

りません。当社は厳正なる会計基準に則り、開示するもの

であります。

　当社グループは、大きな拡大を掲げております中期計画

の中で当該状況を解消し、財務体質の改善も行うべく活

動してまいります。すなわち、製造部門においてはグルー

プ内企業での同種製品について生産拠点集約による効率

化、購買部門においては原料価格高騰に備えた長期一括

購入契約の締結ならびに為替レートの変動をコントロー

ルするための為替予約の締結による原価低減、管理部門

においては売掛金管理部門の地域別統合を今年10月1日

付で実施するなど内部統制の有効性を意識しつつ体制の

スリム化を図ってまいります。販売部門では消費者ニー

ズに基づく商品ラインアップの再構築を行い、消費者へ

の商品訴求力を強化することによって収益改善のため事

業力強化を進めます。

　また、保有資産についても将来獲得キャッシュ・フロー

より現時点で資金化した方が有利であるか継続的に検討

を実施し、相模原物流センターや投資有価証券の売却等

を積極的に進めました。なお、財務面では当座貸越に係る

借入金未実行残高が3,200百万円あり、当座の資金計画に

重要な問題が生じる可能性は少ないと考えております

が、これに頼り過ぎることなく財務体質の健全化に努め

る所存であります。

　以上の対応が継続して十分に行われなかった場合には、

当社の経営に重大な影響を与える場合があります。

　連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。

　当社グループは、営業活動によるキャッシュ・フローが

前連結会計年度まで３期連続してマイナスとなっており

ました。当連結会計年度においては、当期純損失を777百

万円計上し、当該状況により当社グループには継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。当連結

会計年度におきましては前連結会計年度の一時的要因が

順調に解消したこと、および、経営全般に渡る資金効率の

改善に努めた結果、営業キャッシュ・フローは648百万円

のプラスに転じましたが、収益面での充分な改善には至

らず、継続企業の前提に関する重要な疑義を完全に払拭

するには至っておりません。

当社グループは引き続き当該状況を解消し、財務体質の

改善を行うべく活動してまいります。すなわち、生産・購

買から管理・販売に至る全グループに渡りコスト削減を

進め、生産・販売の連携を密にし余剰な在庫や生産ロス

を最小化し、原材料・諸資材の高騰に伴うコストに見

合った適正な販売価格への是正を進めるなど、収益面改

善のために事業力強化をすすめてまいります。

　また、保有資産については、保有することによる有効性

を検討し引き続き投資有価証券の売却を進めるととも

に、生産性の向上のために生産拠点の見直し集約を行な

い、マルキン忠勇㈱埼玉工場を閉鎖し売却の方向で交渉

を継続しております。さらに、資本の増強を含めた財務体

質の強化・健全化に努める所存でございます。

以上の対応が十分に行われなかった場合には、当社グ

ループの経営に重大な影響を与える場合があります。

連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して

おりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 17社

　　　連結子会社の名称

　　　　マルキンバイオ㈱、モリタフードサービス㈱、マルキ

ンインターナショナル㈱、マルキン共栄㈱、盛田

㈱、㈱ハイピース、㈱アルカン、アルカン ザール

社、大連丸金食品有限公司、マルキン忠勇㈱、㈱

イメックス、ジャパン・フード＆リカー・アラ

イアンス食品販売㈱、ジャパン・フード＆リ

カー・アライアンス酒類販売㈱、㈱高橋弥次右

衛門商店、加賀屋醤油㈱、聖酒造㈱、㈱ブルーゲ

イツ

　（注）㈱ブルーゲイツは、当連結会計年度中に当社が

90％出資して設立したことにより、連結子会社

となりました。

　　　　マルキン　ダイアグノスティックス社は、当連結会計

年度中に清算結了いたしましたので、当連結会

計年度より連結の範囲から除外しております。

ただし、清算結了までの損益計算書については

連結しております。

　　　　㈱エム・シー・コーポレーションは、現在清算手続

中であり重要性が乏しいため、当連結会計年度

より連結の範囲から除外しております。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 24社

　　　連結子会社の名称

　　　　モリタフードサービス㈱、マルキンインターナショ

ナル㈱、マルキン共栄㈱、盛田㈱、㈱ハイピース、

㈱アルカン、アルカン ザール社、大連丸金食品

有限公司、マルキン忠勇㈱、㈱イメックス、ジャ

パン・フード＆リカー・アライアンス食品販売

㈱、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス

酒類販売㈱、㈱高橋弥次右衛門商店、加賀屋醤油

㈱、聖酒造㈱、㈱ブルーゲイツ、加賀の井酒造㈱、

藤井酒造㈱、㈱老田酒造店、㈱伝統蔵、中川酒造

㈱、㈱岡田屋本店、モリタフーズ㈱、鈴渓（天

津）国際貿易有限公司

　（注）加賀の井酒造㈱及び藤井酒造㈱は、前連結会計年

度において非連結子会社でしたが、重要性が増

したことにより、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。

　　　　㈱老田酒造店(旧タオイ酒造㈱が平成19年10月１日

をもって商号変更しております。)は、前連結会

計年度において非連結子会社でしたが、平成19

年10月１日付で、㈲城山産業(旧㈲老田酒造店が

平成19年10月１日をもって商号変更しておりま

す。)から事業譲渡を受け、重要性が増したこと

により、当連結会計年度より連結の範囲に含め

ております。

        中川酒造㈱（旧なかがわ酒造㈱が平成20年５月

１日をもって商号変更しております。）は、平成

20年５月１日付で宮下㈱（中川酒造合名会社が

平成20年９月１日をもって商号変更し、平成20

年９月25日をもって解散しております。）から

事業譲渡を受け、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。　　　　　　　　　　　　

　　　　㈱岡田屋本店は、㈱伝統蔵が平成20年９月６日付に

て㈱岡田屋本店の株式を取得したことにより、

当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

　　　　モリタフーズ㈱及びその100％子会社である鈴渓

（天津）国際貿易有限公司は、当連結会計年度

において実質的に支配していると認められたこ

と及び重要性の観点から、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。

　　　　㈱伝統蔵は、平成19年10月22日に会社分割により新

設された当社の100％子会社であり、連結子会社

となりました。

　　　　マルキンバイオ㈱は、平成19年10月１日をもって当

社に吸収合併されました。
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

(2) 主要な非連結子会社名

　　　　㈱エム・シー・コーポレーション、加賀の井酒造㈱

他３社

　　　連結の範囲から除いた理由

　　　　㈱エム・シー・コーポレーションは現在清算手続中

であり、加賀の井酒造㈱他３社は総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

(2) 主要な非連結子会社名

　　　　はくりゅう酒造㈱、かきがら酒造㈱他１社　

　　　連結の範囲から除いた理由

　　　　はくりゅう酒造㈱、かきがら酒造㈱他１社の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであります。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 ３社

　　　持分法を適用した会社の名称

　　　　丸金食品㈱

　　　　小手川酒造㈱

　　　　栃木県醤油工業協同組合

　　(注)㈱フェルミエは、当連結会計年度中に全保有株式

を売却したことに伴い、当連結会計年度より持

分法の適用から除外しております。ただし、当連

結会計年度中の持分法投資利益については含ん

でおります。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 ３社

　　　持分法を適用した会社の名称

　　　　丸金食品㈱

　　　　小手川酒造㈱

　　　　栃木県醤油工業協同組合

 

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

のうち主要な会社等の名称

　　　　㈱エム・シー・コーポレーション、加賀の井酒造㈱

他４社

　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

のうち主要な会社等の名称

　　　　はくりゅう酒造㈱、かきがら酒造㈱他１社

　

　　　　持分法を適用しない理由

同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　当社は平成18年12月23日開催の臨時株主総会決議によ

り、決算期を３月31日から９月30日に変更しました。

従って当連結会計年度は平成19年４月１日から９月

30日までの６ヶ月となっております。連結子会社の

うち、大連丸金食品有限公司の決算日は12月31日で

あり、㈱ブルーゲイツの決算日は３月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日現

在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。なお、連結決算日の変更に伴い、大連丸金食

品有限公司については平成19年１月１日から平成19

年９月30日までの９ヶ月間の財務諸表を使用してお

ります。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日

は連結決算日と一致しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社のうち、大連丸金食品有限公司の決算日は

12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。

また、連結子会社のうち、鈴渓（天津）国際貿易有限

公司の決算日は12月31日であり、モリタフーズ㈱の

決算日は３月31日であり、㈱岡田屋本店の決算日は

６月30日であります。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、６月30日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は連結

決算日と一致しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　ａ　満期保有目的の債券

　　　　　　償却原価法（利息法）

　　①　有価証券

　　　ａ　満期保有目的の債券

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　　　ｂ　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

　　　ｂ　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。)

　　　　　　時価のないもの

　　　　　　　移動平均法による原価法

同左

　

　

　

　　　　　　時価のないもの

同左

　　②　デリバティブ

　　　　　　　時価法

　　②　デリバティブ

同左

　　③　たな卸資産

　　　　主として総平均法による原価法によっております。

　　③　たな卸資産

同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～65年

機械装置及び運搬具 ２～25年

その他 ２～20年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　主として定額法を採用しております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～65年

機械装置及び運搬具 ２～25年

その他 ２～22年

(会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　―――――――――――――　　　　　　　　　　

 

　(追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間（60ヶ月）にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益がそれぞれ34百万円減少して

おります。

　　　　　　―――――――――――――

　　　　　　　　　　

 

　　②　無形固定資産

　　　　定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。

　　②　無形固定資産

同左

　　③　長期前払費用

　　　　定額法によっております。

　　③　長期前払費用

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

所定の計算基準による支給見込額に基づき計上

しております。

　　②　賞与引当金

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　　③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。なお、退

職給付に係る会計基準(「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成10年６月16日))の適用による会計基準変更

時差異(441百万円)については15年による按分

額を費用処理しております。

　　③　退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

提出会社及び一部の連結子会社は原則法により

算定しており、一部の連結子会社は簡便法によ

り算定しております。

なお、退職給付に係る会計基準（「退職給付に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成10年６月16日））の適用による

会計基準変更時差異（441百万円）については

15年による按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理しております。　

　　　（追加情報）

　　　　　提出会社及び一部の連結子会社においては、当連結

会計年度より退職給付債務の算定方法を簡便法

から原則法に変更いたしました。

この変更は、前連結会計年度中にグループ内の

人事制度を統一したことに伴い、グループ会社

間の退職給付債務が一元化され、退職給付債務

の数理計算に用いられる基礎率の推定について

一定の有効性が確保されたため、原則法による

計算の結果に一定の高い水準の信頼性が得られ

るものと判断されたことによるものでありま

す。

これにより、当連結会計年度の期首時点におけ

る簡便法から原則法への移行による影響額は、

退職給付制度改訂益として100百万円を特別利

益に計上し、退職給付制度改訂損として21百万

円を特別損失に計上しております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、

営業利益及び経常利益は131百万円増加し、税金

等調整前当期純損失は210百万円減少しており

ます。

　(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債並

びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めております。

　(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

同左

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約

については振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。また、金利ス

ワップについては、特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ａ　ヘッジ手段

　　　　　　為替予約

　　　　通貨オプション

　　　　金利スワップ

　　　ｂ　ヘッジ対象

　　　　　　外貨建買掛金及び外貨建予定取引　

　　　　　　借入金の利息

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象　

　　　ａ　ヘッジ手段

　　　　　　　　　　 　同左

 

 

　　　ｂ　ヘッジ対象

同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　為替予約と通貨オプションにつきましては、内規に

基づき、債務から生ずる為替変動によるリスク

を低減する目的で行っております。また、将来の

金利上昇リスクをヘッジするために変動金利を

固定化する目的で、金利スワップ取引を利用し

ております。

　　③　ヘッジ方針

　　　　               同左

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ期間全体のキャッシュ・フロー総額をひとつ

の単位とみなし、各有効性判定時点で既経過分

キャッシュ・フローに未経過の将来キャッシュ

・フロー見込額を加算してキャッシュ・フロー

総額を算定し、ヘッジ対象とヘッジ手段の各

キャッシュ・フロー総額の変動額を比較する方

法によっております。また、金利スワップにつき

ましては特例処理によっているため、有効性の

評価を省略しております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれんは、その効果が及ぶ期間(20年以内)で均等償却

することとしております。なお、その金額の僅少なも

のについては、発生時に一時償却しております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

 

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

（期末日満期手形等の会計処理）

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、従来

は満期日に決済が行われたものとして処理していました

が、期末日の財政状態をより適切に表示するため、当連結

会計年度より手形交換日をもって決済処理する方法に変

更しております。なお、当連結会計年度末日満期手形等の

金額は注記事項に記載のとおりであります。

             ―――――――――――――  

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

（連結損益計算書）

　　前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「のれん償却費」

については、重要性が増したため、当連結会計年度よ

り区分掲記することといたしました。なお、前連結会

計年度における「のれん償却費」は271百万円であ

ります。

　　　　　　―――――――――――――

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「前

渡金の減少額（△増加額）」、「未払費用の増加額

（△減少額）」及び「未払消費税等の増加額（△減

少額）」については、重要性が増したため、当連結会

計年度より区分掲記することといたしました。なお、

前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「前渡金の減

少額」は208百万円、「未払費用の増加額」は493百

万円、「未払消費税等の増加額」は139百万円であり

ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年９月30日)

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 127百万円

その他（出資金） 61百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 105百万円

その他（出資金） 61百万円

※２　担保に供している資産

　イ　担保提供資産

科目
金額(百万円)

工場財団 その他 合計

土地 3,497 682 4,180

その他の
有形固定資産

753 269 1,022

投資有価証券 ─ 500 500

合計 4,2511,452 5,703

※２　担保に供している資産

　イ　担保提供資産

科目
金額(百万円)

工場財団 その他 合計

土地 3,497 521 4,018

その他の
有形固定資産

646 393 1,040

投資有価証券 ─ 500 500

合計 4,1431,414 5,558

　ロ　上記担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,699百万円

一年以内返済予定長期借入金 251百万円

長期借入金 1,054百万円

未払金 64百万円

設備未払金 21百万円

合計 3,090百万円

　ロ　上記担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,734百万円

一年以内返済予定長期借入金 340百万円

長期借入金 656百万円

未払金 21百万円

合計 2,753百万円

　　　上記債務の内、工場財団に対応する債務は以下のとお

りであります。

短期借入金 699百万円

一年以内返済予定長期借入金 235百万円

長期借入金 665百万円

合計 1,600百万円

　　　上記債務の内、工場財団に対応する債務は以下のとお

りであります。

短期借入金 934百万円

一年以内返済予定長期借入金 214百万円

長期借入金 451百万円

合計 1,600百万円

３　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行17行と

当座貸越契約を締結しております。当連結会計年度

末における当座貸越に係る借入金未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越極度額 14,500百万円

借入実行残高 11,300百万円

借入未実行残高 3,200百万円

３　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行15行と

当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約

を締結しております。当連結会計年度末における当

座貸越契約および貸出コミットメントライン契約に

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額および貸出コミッ
トメントラインの総額

13,300百万円

借入実行残高 12,650百万円

借入未実行残高 650百万円

※４　当連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であるた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形 114百万円

支払手形 12百万円

※４　　　　─────────────

 

５　受取手形割引高　　　　　　　　　　　　68百万円 ５　      　―――――――――――――

　
　

EDINET提出書類

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社(E00399)

有価証券報告書

 54/110



(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は　　

55百万円であります。

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は　　

97百万円であります。

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 10百万円

合計 10百万円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 1百万円

合計 1百万円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0百万円

合計 13百万円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 2百万円

その他 0百万円

合計 15百万円

※４　減損損失

　　当社グループは、以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

用途 種類 場所 金額

埼玉
工場

建物及び
構築物

埼玉県東松山市 51百万円

機械装置
及び運搬
具

埼玉県東松山市 5百万円

処分予
定資産

建物及び
構築物

香川県仲多度郡 7百万円

建設仮勘
定

香川県小豆郡 23百万円

合　　　計 89百万円

　　マルキン忠勇㈱埼玉工場につきましては、当社グルー

プのなら漬生産の重要拠点として稼動してまいりま

したが、長期的な売上低減傾向の中で中国産うなぎ

の輸入禁止措置等の影響により需要が低迷し、採算

性の確保が困難な状況となりましたので、当期に減

損損失を認識いたしました。

処分予定資産につきましては、従来マルキン共栄㈱

の小売店舗として利用しておりましたが、採算性が

悪化しており平成19年10月22日付の取締役会決議で

店舗閉鎖を決定したため、また建設仮勘定について

は将来利用の見込みがなくなったため、減損損失を

認識いたしました。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、処分見込価額により評価し

ております。

※４　減損損失

　　当社グループは、以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

用途 種類 場所 金額

埼玉
工場

機械装置
及び運搬
具

埼玉県東松山市 33百万円

遊休 土地
長野県木曽郡　　
　木曽町

12百万円

合　　　計 45百万円

　　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、各会社を基本単位としておりま

す。

マルキン忠勇㈱埼玉工場につきましては、平成20年

７月末日を以って操業を停止し、売却する方針を決

定したことにより、将来の使用目的が変更となった

ため、当期に減損損失を認識いたしました。

遊休資産につきましては、今後の利用計画もなく、地

価も著しく下落しているため、減損損失を認識いた

しました。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、処分見込価額により評価し

ております。

 

 

EDINET提出書類

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社(E00399)

有価証券報告書

 55/110



前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

※５　特別損失のその他の内訳は、次のとおりでありま

す。

事業譲渡支援諸費用 36百万円

固定資産撤去費用 10百万円

滞留資産売却損 7百万円

灘工場移転費用 5百万円

その他 33百万円

合計 93百万円

 

※５　特別損失のその他の内訳は、次のとおりでありま

す。

投資有価証券売却損 8百万円

投資有価証券評価損 12百万円

固定資産解体費用 6百万円

その他 31百万円

合計 59百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 68,004,520 ─ ─ 68,004,520

　
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,222,218 4,457 　─ 3,226,675

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　4,457株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 67 1 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年12月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 33 0.50平成19年９月30日 平成19年12月28日
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当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 68,004,520 ─ ─ 68,004,520

　
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,226,675 4,521 ─ 3,231,196

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 　4,521株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月27日
定時株主総会

普通株式 33 0.50平成19年９月30日 平成19年12月28日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年12月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 67 1.00平成20年９月30日 平成20年12月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,265百万円

預入期間が３ケ月を超える
定期預金

△53百万円

現金及び現金同等物 1,212百万円

※２　　　　―――――――――――――

 

※１　現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 866百万円

預入期間が３ケ月を超える
定期預金

△45百万円

現金及び現金同等物 821百万円

※２　事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な

内容

(事業譲受け)

㈱老田酒造店（平成19年10月１日現在）

流動資産 193百万円

固定資産 183百万円

　資産合計 377百万円

流動負債 57百万円

固定負債 ―百万円

　負債合計 57百万円

　事業の譲受けの対価 320百万円

㈱老田酒造店の現金及び現金同等
物

―百万円

差引：事業譲受けのための支出 320百万円

中川酒造㈱（平成20年５月１日現在）

流動資産 17百万円

固定資産 35百万円

　資産合計 52百万円

流動負債 2百万円

固定負債 ―百万円

　負債合計 2百万円

　事業の譲受けの対価 49百万円

中川酒造㈱の現金及び現金同等物 ―百万円

差引：事業譲受けのための支出 49百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 1,321 561 760

工具器具備品 231 109 122

その他 101 55 45

合計 1,654 725 929

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 1,634 741 892

工具器具備品 204 88 115

その他 128 48 80

合計 1,967 877 1,089

　(注)

同左

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 207百万円

１年超 722百万円

合計 929百万円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 253百万円

１年超 835百万円

合計 1,089百万円

　(注)

同左

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 107百万円

減価償却費相当額 107百万円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 254百万円

減価償却費相当額 254百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成19年９月30日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 147 185 37

②　その他 ─ ─ ─

小計 147
185

37

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 138 117 △20

②　その他 ─ ─ ─

小計 138 117 △20

合計 286 303 16

(注)  下落率が30～50％の株式の減損については、個別銘柄毎に直近半年間の最高値・最安値と帳簿価額の乖離状況等

保有株式の時価水準を把握するとともに、発行会社に対する外部信用格付や公表済みの株式指標等を勘案して、

総合的に判断しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,242 389 △０

　

３　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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４　時価評価されていない有価証券

　

区分

前連結会計年度
(平成19年９月30日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

満期保有目的の債券

割引金融債 0

合計 0

その他有価証券

非上場株式 570

合計 570

子会社株式及び関連会社株式

①子会社株式 30

②関連会社株式 100

合計 130
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当連結会計年度(平成20年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 20 23 2

②　その他 ─ ─ ─

小計 20 23 2

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 200 181 △19

②　その他 ─ ─ ─

小計 200 181 △19

合計 221 204 △17

(注)  当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について12百万円減損処理を行っております。

なお、下落率が30～50％の株式の減損については、個別銘柄毎に直近半年間の最高値・最安値と帳簿価額の乖離

状況等保有株式の時価水準を把握するとともに、発行会社に対する外部信用格付や公表済みの株式指標等を勘案

して、総合的に判断しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
当連結会計年度

(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

335 27 △8
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３　時価評価されていない有価証券

　

区分

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

満期保有目的の債券

割引金融債 0

合計 0

その他有価証券

非上場株式 599

合計 599

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　①　債券

　　　国債・地方債等 ― ― ― ―

　　　その他 0 ― ― ―

　②　その他 ― ― ― ―

合計 0 ― ― ―
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

(1)　取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、先物外国為替取

引、金利・通貨に係るスワップ取引・オプション取

引等であります。

(1)　取引の内容

同左

(2)　取引に対する取組方針及び取引の利用目的

　　通貨関連デリバティブ取引は、海外から調達する原材

料・商品等の輸入取引から生じる外貨建債権債務

の為替変動リスクを回避することを目的として実

施しております。金利関連デリバティブ取引は、借

入金の金利上昇リスクを回避することを目的とし

て実施しております。なお、デリバティブ取引を利

用してヘッジ会計を行っております。

(2)　取引に対する取組方針及び取引の利用目的

同左

　　　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約

については振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。また、金利ス

ワップについては、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用しております。

　　　ヘッジ会計の方法

同左

　　　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　・ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション、金利ス

ワップ

　　　・ヘッジ対象…外貨建買掛金及び外貨建予定取引、

借入金の利息

　　　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　　ヘッジ方針

　　　為替予約と通貨オプションにつきましては、内規に

基づき、債務から生ずる為替変動によるリスクを

低減する目的で行っております。また、金利ス

ワップにつきましては、借入金利をヘッジし将来

の支払利息を確定させるための取引であり、実質

的に固定金利建借入金と同じ効果を得る目的で

のみ行っております。

　　　ヘッジ方針

同左

　　　ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ期間全体のキャッシュ・フロー総額をひとつ

の単位とみなし、各有効性判定時点で既経過分

キャッシュ・フローに未経過の将来キャッシュ

・フロー見込額を加算してキャッシュ・フロー

総額を算定し、ヘッジ対象とヘッジ手段の各

キャッシュ・フロー総額の変動額を比較する方

法によっております。また、金利スワップにつき

ましては特例処理によっているため、有効性の評

価を省略しております。

　　　ヘッジ有効性評価の方法

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

(3)　取引に係るリスクの内容

　　デリバティブ取引はすべて、リスク回避を目的とした

取引であることから、為替予約取引等での為替相場

変動によるリスクや、金利スワップ取引での金利変

動によるリスクについては、ほとんどないものと認

識しております。また、信用リスクについては、信頼

度の高い金融機関を取引相手として、デリバティブ

取引を行っているので、取引相手の契約不履行によ

るリスクは極めて低いと判断しております。

(3)　取引に係るリスクの内容

同左

(4)　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財務

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。

(4)　取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年９月30日現在)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(平成20年９月30日現在)

　該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社11社については、退職金規定に基

づく社内積立の退職一時金制度を採用しておりま

す。また、当社及び連結子会社７社については、平成

19年４月１日に従来の退職一時金制度を改訂し、ポ

イント制に基づく退職一時金制度へ移行するととも

に、平成19年８月１日より確定給付企業年金基金制

度を採用しております。連結子会社２社は中日本酒

類業厚生年金基金に、連結子会社２社は特定退職金

共済制度及び連結子会社２社は中小企業退職金共済

制度に加盟しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社11社については、退職金規定に基

づく社内積立の退職一時金制度を採用しておりま

す。また、当社及び連結子会社８社については、ポイ

ント制に基づく退職一時金制度を採用するととも

に、確定給付企業年金基金制度を採用しております。

連結子会社２社は中日本酒類業厚生年金基金に、連

結子会社２社は特定退職金共済制度及び連結子会社

１社は中小企業退職金共済制度に加盟しておりま

す。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,901百万円

年金資産 574百万円

会計基準変更時差異の未処理額 220百万円

退職給付引当金 △1,106百万円

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,574百万円

年金資産 399百万円

会計基準変更時差異の未処理額 191百万円

未認識数理計算上の差異 143百万円

退職給付引当金 △839百万円

　 (注) 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用して

おります。

　 (注) 一部の子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 149百万円

会計基準変更時差異の費用処理額 14百万円

退職給付制度改訂損 113百万円

退職給付費用 277百万円

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用（注）２

利息費用

期待運用収益

116百万円

29百万円

△8百万円

会計基準変更時差異の費用処理額 29百万円

退職給付制度改訂益 △100百万円

退職給付制度改訂損 21百万円

退職給付費用 88百万円

(注)１.上記退職給付費用以外に割増退職金67百万

円を支払っており、特別損失として計上して

おります。

２.簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、勤務費用に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

会計基準変更時差異の処理年数 15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 ２％

期待運用収益率 ２％

数理計算上の差異の処理年数 12年

　　（各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。）

会計基準変更時差異の処理年数 15年
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(ストック・オプション等関係)

　　　前連結会計年度（平成19年９月30日現在）

該当事項はありません。

　

　　　当連結会計年度（平成20年９月30日現在）

　　　 該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年９月30日)

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　賞与引当金 85百万円

　退職給付引当金 444百万円

　税務上の繰越欠損金 954百万円

　減価償却費 79百万円

　減損損失 62百万円

　その他 190百万円

繰延税金資産小計 1,817百万円

評価性引当額 △1,048百万円

繰延税金資産合計 769百万円

　(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △6百万円

繰延税金負債合計 △6百万円

繰延税金資産の純額 762百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　賞与引当金 0百万円

　退職給付引当金 338百万円

　税務上の繰越欠損金 1,334百万円

　減価償却費 53百万円

　減損損失 75百万円

　その他 331百万円

繰延税金資産小計 2,134百万円

評価性引当額 △1,461百万円

繰延税金資産合計 673百万円

　(繰延税金負債)

繰延税金負債合計 －百万円

繰延税金資産の純額 673百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税効果会計適用後の法人税等の金額がマイナスとなっ

たため、記載を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失となったため、記載を省略し

ております。

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

トの資産の金額の合計額に占める食品事業の割合がいず

れも90％を超えているため、「事業の種類別セグメント

情報」は記載を省略しております。

同左

　

　

【所在地別セグメント情報】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の

金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超

えているため、「所在地別セグメント情報」の記載を省

略しております。

同左

　

【海外売上高】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を

省略しております。

同左

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　　　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

１　連結子会社タオイ酒造株式会社（平成19年10月１日をもって株式会社老田酒造店に商号変更しておりま

す）の事業譲受

(1) 企業結合の概要

      ①相手企業の名称 有限会社老田酒造店
（平成19年10月１日をもって有限会社城山産業に商号変更してお
ります）

      ②取得した事業の内容 日本酒を主体とする各種酒類の製造販売事業

      ③企業結合を行った主な理由 地域に根ざした清酒ブランドの認知向上と、グループ清酒事業の活性化
      ④企業結合日 平成19年10月1日
      ⑤企業結合の法的形式 事業譲受
　
(2) 連結財務諸表に含まれる被取得事業の業績の期間

　　　自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日

　
(3) 取得事業の取得原価およびその内訳

取得の対価 　320百万円

取得に直接要した支出 ―百万円

取得原価 320百万円
　
(4) 企業結合日に受け入れた資産および負債

流動資産 193百万円

固定資産 183百万円

（資産合計） 377百万円

流動負債 57百万円

固定負債 ―百万円

（負債合計） 57百万円
　

２　連結子会社なかがわ酒造株式会社（平成20年５月１日をもって中川酒造株式会社に商号変更しておりま

す）の事業譲受

(1) 企業結合の概要

      ①相手企業の名称 中川酒造合名会社
（平成20年９月１日をもって宮下株式会社に商号変更し、平成20年
９月25日をもって解散しております）

      ②取得した事業の内容 日本酒を主体とする各種酒類の製造販売事業

      ③企業結合を行った主な理由 地域に根ざした清酒ブランドの認知向上と、グループ清酒事業の活性化
      ④企業結合日 平成20年5月1日

      ⑤企業結合の法的形式 事業譲受
　

(2) 連結財務諸表に含まれる被取得事業の業績の期間

　　　自　平成20年５月１日　至　平成20年９月30日
　

(3) 取得事業の取得原価およびその内訳

取得の対価 　49百万円

取得に直接要した支出 ―百万円

取得原価 49百万円
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(4) 企業結合日に受け入れた資産および負債

流動資産 17百万円

固定資産 35百万円

（資産合計） 52百万円

流動負債 2百万円

固定負債 ―百万円

（負債合計） 2百万円

　

　(5) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額

売上高 46百万円

営業利益 3百万円

経常利益 1百万円

当期純利益 △0百万円

　 上記概算額は、中川酒造株式会社の月中平均額を連結会計年度の開始の日に遡って按分して算出し

   たものであります。

   なお、当該注記については、監査証明を受けておりません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり純資産額 144.28円１株当たり純資産額 130.62円

１株当たり当期純利益 1.85円１株当たり当期純損失 12.00円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　

1　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度
(平成19年９月30日)

当連結会計年度
(平成20年９月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 9,360 8,485

普通株式に係る純資産額 (百万円) 9,346 8,460

差額の主な内訳
　少数株主持分

(百万円) 14 24

普通株式の発行済株式数 (千株) 68,004 68,004

普通株式の自己株式数 (千株) 3,226 3,231

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

(千株) 64,777 64,773

　

2　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当
期純損失（△）

(百万円) 119 △777

普通株式に係る当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) 119 △777

普通株式の期中平均株式数 (千株) 64,778 64,775
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(重要な後発事象)

　　　　 該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 11,300 12,753 1.69 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,777 3,246 1.78 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,879 3,577 2.14
平成21年12月31日～
　平成30年8月21日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他有利子負債
設備未払金(１年以内)

83 46 1.72 ―

その他有利子負債
設備未払金(１年超)

68 61 1.1
平成21年10月20日～
　平成25年2月20日

その他有利子負債
預り保証金

23 21 1.1 ―

合計 19,131 19,706 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びその他有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ご

との返済予定額の総額

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,670 1,089 171 113

その他有利子負債
設備未払金

25 21 12 1

合計 1,695 1,110 183 115

３　「その他有利子負債」の「預り保証金」については、返済期限の定めはありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年９月30日)

当事業年度
(平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 337 403

　２　売掛金 ─ 29

　３　商品 10 11

　４　製品 ─ 7

　５　原材料 ─ 17

　６　仕掛品 ─ 44

　７　貯蔵品 ─ 0

　８　前払費用 33 35

　９　繰延税金資産 63 85

　10　短期貸付金 ※１ 4,986 4,403

　11　立替金 ※１ 3,932 4,381

　12　その他 ※１ 81 132

　　　貸倒引当金 △0 △ 1

　　　流動資産合計 9,44538.8 9,55337.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　　(1) 建物 605 601

　　　　減価償却累計額 286 318 300 300

　　(2) 構築物 12 12

　　　　減価償却累計額 7 4 8 4

　　(3) 機械及び装置 123 123

　　　　減価償却累計額 114 9 117 6

　　(4) 車両運搬具 2 2

　　　　減価償却累計額 2 0 2 0

　　(5) 工具器具及び備品 105 129

　　　　減価償却累計額 89 15 109 20

　　(6) 土地 280 280

　　(7) 建設仮勘定 ─ 10

　　　有形固定資産合計 629 2.5 622 2.5

　２　無形固定資産

　　(1) のれん ─ 2

　　(2) ソフトウェア 63 92

　　(3) 電話加入権 6 7

　　(4) その他 1 1

　　　無形固定資産合計 71 0.3 103 0.4

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※２ 802 735

　　(2) 関係会社株式 11,654 12,250

　　(3) 出資金 13 10

　　(4) 関係会社長期貸付金 1,293 1,562

　　(5) 敷金保証金 272 279

　　(6) 破産債権等 33 27

　　(7) 長期前払費用 105 83

    (8) 繰延税金資産 51 49

　　(9) その他 73 71

　　　　貸倒引当金 △79 △ 108

　　　投資その他の資産合計 14,22058.4 14,96159.3

　　　固定資産合計 14,92161.2 15,68862.2

　　　資産合計 24,366100.0 25,242100.0
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　 前事業年度
(平成19年９月30日)

当事業年度
(平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ─ 1

　２　短期借入金 ※２ 11,300 12,750

　３　一年以内返済予定
　　　長期借入金

※２ 1,760 3,119

　４　未払金 ※１ 51 69

　５　未払費用 ※１ 59 264

　６　未払法人税等 6 11

　７　預り金 ※１ 45 4

　８　賞与引当金 11 ─

　９　その他 6 22

　　　流動負債合計 13,24154.4 16,24264.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 5,491 3,371

　２　退職給付引当金 120 108

　３　その他 47 61

　　　固定負債合計 5,65823.2 3,54114.0

　　　負債合計 18,89977.6 19,78378.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,773 2,773

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 840 840

　　(2) その他資本剰余金 1,401 1,401

　　　資本剰余金合計 2,242 2,242

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 452 456

　　　利益剰余金合計 452 456

　４　自己株式 △4 △4

　　　株主資本合計 5,46422.4 5,46721.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

2 △8

　　　評価・換算差額等
　　　合計

2 0.0 △8 △0.0

　　　純資産合計 5,46622.4 5,45821.7

　　　負債純資産合計 24,366100.0 25,242100.0
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② 【損益計算書】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　営業収益
　１　経営指導料 ※１ 760 ─
　２　賃貸収入 ※１ 92 852100.0 ─ ─ ─
Ⅱ　営業費用
　１　商品売上原価
　　(1) 商品不動産期首たな卸高 10 ─
　　(2) 商品不動産期末たな卸高 10 ─
　　　　合計 ─ ─
　２　賃貸原価 25 ─
　３　販売費及び一般管理費
　　(1) 役員報酬 36 ─
　　(2) 給料手当・賞与手当 140 ─
　　(3) 賞与引当金繰入額 11 ─
　　(4) 退職給付費用 8 ─
　　(5) 不動産等賃借料 122 ─
　　(6) 旅費交通費 48 ─
　　(7) 業務委託費 ※１ 149 ─
　　(8) システム運用費 55 ─
　　(9) その他 ※1,2 141 ─
　　　　合計 715 741 87.0 ─ ─ ─
Ⅰ　売上高
　１　製品売上高 ─ 126
　２　商品売上高 ─ 2
　３　賃貸収入 ※１ ─ 177
　４　経営指導料 ※１ ─ ─ ─ 1,720 2,026100.0
Ⅱ　売上原価
　１　製品売上原価
　　(1) 製品期首たな卸高 ─ ─
　　(2) 合併による製品受入高 ─ 10
　　(3) 当期製品製造原価 ─ 39
　　　　合計 ─ 49
　　(4) 他勘定振替高 ─ 0
　　(5) 製品期末たな卸高 ─ 7
　　　　(製品売上原価） ─ 42
　２　商品売上原価
　　(1) 商品期首たな卸高 ─ 10
　　(2) 合併による商品受入高 ─ 1
　　(3) 当期商品仕入高 ─ 2
　　　　合計 ─ 14
　　(4) 他勘定振替高 ─ 0
　　(5) 商品期末たな卸高 ─ 11
　　　　(商品売上原価） ─ 1
　３　賃貸原価 ─ ─ ─ 39 83 4.1
　　　売上総利益 ─ ─ 1,94295.9
Ⅲ　販売費及び一般管理費
　１ 役員報酬 ─ 49
　２ 給料手当・賞与手当 ─ 430
　３ 退職給付費用 ─ 26
　４ 不動産等賃借料 ─ 212
　５ 旅費交通費 ─ 107
　６ 業務委託費 ─ 270
　７ システム運用費 ─ 114
　８ その他 ※1,2 ─ ─ ─ 409 1,62080.0
　　　営業利益 111 13.0 322 15.9
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益
　１　受取利息 ※１ 84 150
　２　受取配当金 ※１ 58 16
　３　その他 3 147 17.3 9 176 8.7
Ⅴ　営業外費用
　１　支払利息 ※１ 167 319
　２　その他 19 187 22.0 32 352 17.3
　　　経常利益 71 8.3 147 7.3
Ⅵ　特別利益
　１　固定資産売却益 ※３ 10 ─
　２　投資有価証券売却益 370 24
　３　貸倒引当金戻入額 1 3
　４　退職給付制度改訂益 ─ 13
　５　転籍者退職金受入額 ※1,4 60 ―
　６　転籍者退職給付引当金取崩
額

※５ ― 443 51.9 7 48 2.4

Ⅶ　特別損失
　１　投資有価証券評価損 ─ 9
　２　減損損失 7 ─
　３　関係会社株式評価損 ─ 49
　４　転籍者退職給付費用 ※４ 60 ―
　５　転籍者退職金負担額 ※1,5 ─ 7
　６　貸倒引当金繰入額 ─ 35
　７　年金基金加入負担金　 ─ 17
　８  その他 17 86 10.1 26 147 7.3
　　　税引前当期純利益 428 50.2 47 2.4
　　　法人税、住民税及び事業税 12 3
　　　法人税等調整額 △ 36 △ 24△ 2.9 7 10 0.5
　　　当期純利益 452 53.1 37 1.9

（注）前事業年度は決算期変更により６ケ月決算となっております。

EDINET提出書類

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社(E00399)

有価証券報告書

 79/110



製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 － － 35 76.7

Ⅱ　労務費 － － 4 10.3

Ⅲ　経費 ※１ － － 5 13.0

　　当期総製造費用 － － 45 100.0

　　合併による仕掛品受入高 － 39

合計 － 85

　　期末仕掛品たな卸高 － 44

　　他勘定振替高 ※２ － 0

　　当期製品製造原価 － 39

(注)　※１　主な内訳は、次のとおりであります。

　

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

電力料 － 1

減価償却費 － 2

　

※２　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

　

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

減耗費 － 0

研究開発費 － 0

計 － 0

　

(原価計算の方法)

　当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,773 840 2,173 3,014

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ─ ─ △67 △67

当期純利益 ─ ─ ─ ─

自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

その他資本剰余金の取崩 ─ ─ △704 △704

別途積立金の取崩 ─ ─ ─ ─

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万
円)

─ ─ △771 △771

平成19年９月30日残高(百万円) 2,773 840 1,401 2,242

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 244 △948 △704 △4 5,079

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ △67

当期純利益 ─ 452 452 ─ 452

自己株式の取得 ─ ─ ─ △0 △0

その他資本剰余金の取崩 ─ 704 704 ─ ─

別途積立金の取崩 △244 244 ─ ─ ─

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万
円)

△244 1,400 1,156 △0 384

平成19年９月30日残高(百万円) ─ 452 452 △4 5,464

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 14 14 5,094

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ─ ─ △67

当期純利益 ─ ─ 452

自己株式の取得 ─ ─ △0

その他資本剰余金の取崩 ─ ─ ─

別途積立金の取崩 ─ ─ ─

株主資本以外の項目の事業年　
度中の変動額(純額)

△12 △12 △12

事業年度中の変動額合計(百万
円)

△12 △12 372

平成19年９月30日残高(百万円) 2 2 5,466

（注）前事業年度は決算期変更により６ヶ月決算となっております。
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当事業年度(自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年９月30日残高(百万円) 2,773 840 1,401 2,242

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― ― ― ―

当期純利益 ― ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万
円)

― ― ― ―

平成20年９月30日残高(百万円) 2,773 840 1,401 2,242

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株式資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年９月30日残高(百万円) 452 452 △4 5,464

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △33 △33 ― △33

当期純利益 37 37 ― 37

自己株式の取得 ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万
円)

3 3 △0 3

平成20年９月30日残高(百万円) 456 456 △4 5,467

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(百万円) 2 2 5,466

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― ― △33

当期純利益 ― ― 37

自己株式の取得 ― ― △0

株主資本以外の項目の事業年　
度中の変動額(純額)

△11 △11 △11

事業年度中の変動額合計(百万
円)

△11 △11 △8

平成20年９月30日残高(百万円) △8 △8 5,458
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　持株会社である当社は、事業子会社を含めた連結営業

キャッシュ・フローが継続してマイナスとなっておりま

す。これにより、当社には継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。

　これは、当社の決算期変更により、当社グループの主力

商品であります日本酒・ワイン・ポン酢等、季節的変動

の激しい売上のピークが当事業年度に含まれなかったこ

と、前事業年度に特別損失として計上した事業再編諸費

用や子会社整理損失の一部が当事業年度において支払わ

れたこと、期末日が休日であったことによる影響、小麦等

原材料の高騰のために9月末に早期手当をしたこと、等の

一時的要因による影響もありますが、事業再編効果を上

回る原材料価格の高騰等により業績が十分でなかったた

め、営業キャッシュ・フローがマイナスである事実に変

わりはありません。当社は厳正なる会計基準に則り、開示

するものであります。

　当社グループは、大きな拡大を掲げております中期計画

の中で当該状況を解消し、財務体質の改善も行うべく活

動してまいります。すなわち、製造部門においてはグルー

プ内企業での同種製品について生産拠点集約による効率

化、購買部門においては原料価格高騰に備えた長期一括

購入契約の締結ならびに為替レートの変動をコントロー

ルするための為替予約の締結による原価低減、管理部門

においては売掛金管理部門の地域別統合を今年10月1日

付で実施するなど内部統制の有効性を意識しつつ体制の

スリム化を図ってまいります。販売部門では消費者ニー

ズに基づく商品ラインアップの再構築を行い、消費者へ

の商品訴求力を強化することによって収益改善のための

事業力強化を進めます。

　また、保有資産についても将来獲得キャッシュ・フロー

より現時点で資金化した方が有利であるか継続的に検討

を実施し、相模原物流センターや投資有価証券の売却等

を積極的に進めました。なお、財務面では当座貸越に係る

借入金未実行残高が3,200百万円あり、当座の資金計画に

重要な問題が生じる可能性は少ないと考えております

が、これに頼り過ぎることなく財務体質の健全化に努め

る所存であります。

　以上の対応が継続して十分に行われなかった場合には、

当社の経営に重大な影響を与える場合があります。

財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりませ

ん。

　持株会社である当社は、事業子会社を含めた連結営業

キャッシュ・フローが前事業年度まで３期連続してマイ

ナスとなっておりました。当事業年度は、プラスとなった

ものの、連結当期純損失を777百万円計上しており、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。当

事業年度におきましては前事業年度の一時的要因が順調

に解消したこと、および、経営全般に渡る資金効率の改善

に努めた結果、営業キャッシュ・フローは648百万円のプ

ラスに転じましたが、収益面での充分な改善には至らず、

継続企業の前提に関する重要な疑義を完全に払拭するに

は至っておりません。

当社グループは引き続き当該状況を解消し、財務体質の

改善を行うべく活動してまいります。すなわち、生産・購

買から管理・販売に至る全グループに渡りコスト削減を

進め、生産・販売の連携を密にし余剰な在庫や生産ロス

を最小化し、原材料・諸資材の高騰に伴うコストに見

合った適正な販売価格への是正を進めるなど、収益面改

善のために事業力強化をすすめてまいります。

　また、保有資産については、保有することによる有効性

を検討し引き続き投資有価証券の売却を進めるととも

に、生産性の向上のために生産拠点の見直し集約を行な

い、マルキン忠勇㈱埼玉工場を閉鎖し売却の方向で交渉

を継続しております。さらに、資本の増強を含めた財務体

質の強化・健全化に努める所存でございます。

以上の対応が十分に行われなかった場合には、当社グ

ループの経営に重大な影響を与える場合があります。

財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりませ

ん。
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１　資産の評価基準及び評価方法 １　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券
　　　満期保有目的の債券……償却原価法（利息法）
　　　子会社株式及び関連会社株式
　　　　　　　　　　　……移動平均法による原価法

　(1) 有価証券
　　　満期保有目的の債券……同左
　　　子会社株式及び関連会社株式
　　　　　　　　　　　……同左

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)

　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの……同左

　

　

　

　

　　　　時価のないもの……同左

　(2) デリバティブ
　　　　　　　　　　　　　　　時価法

　(2) デリバティブ
同左

　(3) たな卸資産 　 　(3) たな卸資産 　

　　　　　評価基準……原価基準

　　　　　評価方法……総平均法

　　　　　評価基準……同左

　　　　　評価方法……同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、取得価額が100千円以上200千円未満の資産につ

いては、３年間で均等償却する方法を採用してお

ります。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、取得価額が100千円以上200千円未満の資産につ

いては、３年間で均等償却する方法を採用してお

ります。

　　　主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物及び構築物 ３～65年

機械装置 ７～12年

車両運搬具及び工具器具備品 ３～20年

　　　主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物及び構築物 ３～65年

機械装置 ３～12年

車両運搬具及び工具器具備品 ２～20年

　（会計方針の変更）

当社は、法人税法改正に伴い、当事業年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　（追加情報）

当社は、法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間

（60ヶ月）にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、自社利用目的のソフトウェアの減価償却の方法

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

　(2) 無形固定資産

同左
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　(3) 長期前払費用

　　　定額法によっております。

　(3) 長期前払費用

                 同左

３　　　　　　――――――――――――― ３　外貨建の資産及び負債の本邦通過への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当

社所定の計算基準による支給見込額に基づき計上

しております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上して

おります。

　　　なお、退職給付に係る会計基準(「退職給付に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成10年６月16日))の適用による会計基準変更時

差異(99百万円)については15年による按分額を費

用処理しております。

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上して

おります。

　　　なお、退職給付に係る会計基準(「退職給付に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成10年６月16日))の適用による会計基準変更時

差異(99百万円)については15年による按分額を費

用処理しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より

費用処理しております。

（追加情報）

　　　当社は、当事業年度より退職給付債務の算定方法を簡

便法から原則法に変更いたしました。

この変更は、前事業年度中にグループ内の人事制

度を統一したことに伴い、グループ会社間の退職

給付債務が一元化され、退職給付債務の数理計算

に用いられる基礎率の推定について一定の有効性

が確保されたため、原則法による計算の結果に一

定の高い水準の信頼性が得られるものと判断され

たことによるものであります。

　　　これによる、当事業年度の期首時点における簡便法か

ら原則法への移行による影響額は、退職給付制度

改訂益として13百万円を特別利益に計上しており

ます。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営

業利益及び経常利益は30百万円増加し、税引前当

期純利益は43百万円増加しております。
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

５　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５　リース取引の処理方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用しております。

６　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ａ　ヘッジ手段

　　　　　　金利スワップ

　　　ｂ　ヘッジ対象

　　　　　　借入金の利息

　(3) ヘッジ方針

　　　将来の金利上昇リスクをヘッジするために変動金利

を固定化する目的で、金利スワップ取引を利用し

ているのみであり、投機目的の取引は行っており

ません。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　特例処理によっているため、有効性の評価を省略して

おります。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ａ　ヘッジ手段

同左

　　　ｂ　ヘッジ対象

同左

　(3) ヘッジ方針

同左

 

 

 

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理方法

同左

　

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

　　　　　　─────────────  (損益計算書)

　当社は、前事業年度においては、各事業会社からの経営

指導料収入及び不動産賃貸収入が中心でありましたの

で、主たる営業活動による収入を「営業収益」として表

示しておりましたが、当事業年度より、マルキンバイオ㈱

の吸収合併に伴い製品等の売上が増加してきましたので

「売上高」と表示しております。

　また、「売上高」にかかる原価は「売上原価」として、

販売費、一般管理費は「販売費及び一般管理費」として

表示しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年９月30日)
当事業年度

(平成20年９月30日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

短期貸付金 4,986百万円

立替金 3,931百万円

流動資産その他 30百万円

未払金 33百万円

未払費用 10百万円

預り金 36百万円

※１　関係会社に対する資産及び負債

短期貸付金 4,303百万円

立替金 4,381百万円

未払金 41百万円

未払費用 225百万円

※２　担保に供している資産

　イ　担保提供資産

科目
金額(百万円)

工場財団 その他 合計

土地 280 ─ 280

その他の
有形固定資産

68 0 69

投資有価証券 ─ 500 500

合計 349 500 849

※２　担保に供している資産

　イ　担保提供資産

科目
金額(百万円)

工場財団 その他 合計

土地 280 ─ 280

その他の
有形固定資産

62 ─ 62

投資有価証券 ─ 500 500

合計 343 500 843

　ロ　上記担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,699百万円

一年以内返済予定長期借入金 235百万円

長期借入金 665百万円

合計 2,600百万円

　ロ　上記担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,734百万円

一年以内返済予定長期借入金 214百万円

長期借入金 451百万円

合計 2,400百万円

　　　上記債務の内、工場財団に対応する債務は下記のとお

りであります。

短期借入金 699百万円

一年以内返済予定長期借入金 235百万円

長期借入金 665百万円

合計 1,600百万円

　　　上記債務の内、工場財団に対応する債務は下記のとお

りであります。

短期借入金 934百万円

一年以内返済予定長期借入金 214百万円

長期借入金 451百万円

合計 1,600百万円

　３　保証債務

　　　下記の子会社の金融機関からの借入金等に対し、債務

保証を行っております。

モリタフードサービス㈱ 26百万円

加賀屋醤油㈱ 245百万円

　３　保証債務

　　 下記の子会社の金融機関からの借入金等に対し、債務

保証を行っております。

モリタフードサービス㈱ 125百万円

加賀屋醤油㈱ 332百万円

モリタフーズ㈱ 1百万円

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

17行と当座貸越契約を締結しております。当事業年

度末における当座貸越に係る借入金未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額 14,500百万円

借入実行残高 11,300百万円

借入未実行残高 3,200百万円

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

15行と当座貸越契約および貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。当事業年度末における

当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約

に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および貸出コミッ
トメントラインの総額

13,300百万円

借入実行残高 12,650百万円

借入未実行残高 650百万円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

経営指導料（営業収益） 760百万円

賃貸収入（営業収益） 62百万円

業務委託費（営業費用） 42百万円

その他（営業費用） 32百万円

受取利息 83百万円

受取配当金 50百万円

支払利息 15百万円

転籍者退職金受入額 60百万円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

経営指導料（売上高） 1,607百万円

賃貸収入（売上高） 137百万円

受取利息 150百万円

転籍者退職金負担額 7百万円

※２　営業費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであ

ります。

その他 0百万円

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、次

のとおりであります。

その他 10百万円

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 10百万円

※３　　　　─────────────　　　　　　

※４　当社と連結子会社マルキン忠勇㈱等との従業員の

転籍によるものであります。

※４　      ─────────────

※５　      ───────────── ※５　当社と連結子会社㈱アルカンとの従業員の転籍に

よるものであります。　
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 21,975 4,457 ─ 26,432

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　4,457株

　

当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 26,432 4,521　 ─ 30,953

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　4,521株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借手側)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借手側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品 74 53 20

その他 7 4 2

合計 81 58 23

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品 49 17 32

その他 63 11 52

合計 113 28 85

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 12百万円

合計 23百万円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 23百万円

１年超 62百万円

合計 86百万円

 

 

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払利息相当額 1百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定

額法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成20年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年９月30日)
当事業年度

(平成20年９月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　貸倒引当金 2百万円

　税務上の繰越欠損金 466百万円

　賞与引当金 4百万円

　退職給付引当金 47百万円

　その他 50百万円

繰延税金資産小計 573百万円

評価性引当額 △456百万円

繰延税金資産合計 116百万円

　(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △1百万円

繰延税金負債合計 △1百万円

繰延税金資産の純額 115百万円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　貸倒引当金 3百万円

　税務上の繰越欠損金 460百万円

　退職給付引当金 43百万円

　その他 89百万円

繰延税金資産小計 597百万円

評価性引当額 △461百万円

繰延税金資産合計 135百万円

　(繰延税金負債)

繰延税金負債合計 ─百万円

繰延税金資産の純額 135百万円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税効果会計適用後の法人税等の金額がマイナスと

なったため、記載を省略しております。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

法定実効税率 39.8％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 55.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△13.8％

住民税均等割等 14.4％

評価性引当額の増加 21.4％

税務上の繰越欠損金の利用 △86.8％

法人税等還付額 △6.4％

タックスクッション取崩額 △1.8％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.7％
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(企業結合等関係)

　前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　　該当事項はありません。

　

　当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　　当社は、平成19年10月１日に当社の完全子会社であるマルキンバイオ株式会社を吸収合併いたしました。

　　(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取

引の目的を含む取引の概要

　　①結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　マルキンバイオ㈱　　　研究開発事業他（内容：研究開発・バイオ製品の製造販売）

　　②企業結合の法的形式

　　　共通支配下の取引（吸収合併）

　　③結合後企業の名称

　　　ジャパン・フード＆リカー・アライアンス㈱

　　④取引の目的を含む取引の概要

　　　当社グループは、新商品の開発や研究において、各社ごとでなくグループ統一で行うことにより、効率の向上を図る

ことや、各社が持つ技術やノウハウを集中的に蓄積することによる、グループトータルでの新規技術の開発等を

目的としております。マルキンバイオ株式会社は、この研究開発におけるグループ中核機能として、既に位置づけ

てまいりましたが、よりその役割を明確にするために、このたび持株会社の機能として吸収することと致しまし

た。

　　(2)実施した会計処理の概要

　　　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に従い、共通支配下の取

引として会計処理をしております。

マルキンバイオ㈱の合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により引き継いだ資産（のれんを含む）及び負

債と、当社の持つ子会社株式の帳簿価額との差額を損益計算書の特別損失に「抱合せ株式消滅差損」として12百

万円計上しております。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり純資産額 80.42円１株当たり純資産額 80.31円

１株当たり当期純利益 6.66円１株当たり当期純利益 0.55円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

　

1　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

(平成19年９月30日)
当事業年度末

(平成20年９月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 5,466 5,458

普通株式に係る純資産額 (百万円) 5,466 5,458

普通株式の発行済株式数 (千株) 68,004 68,004

普通株式の自己株式数 (千株) 26 30

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 67,978 67,973

　

2　１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

損益計算書上の当期純利益 (百万円) 452 37

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 452 37

普通株式の期中平均株式数 (千株) 67,978 67,975
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
  至　平成20年９月30日)

（マルキンバイオ株式会社の吸収合併について）

当社は、平成19年7月24日開催の当社取締役会において承

認された合併契約書に基づき、平成19年10月１日（合併

期日）に当社の100％子会社であるマルキンバイオ株式

会社を簡易合併の手続きにより吸収合併いたしました。

１　合併の目的

当社グループは、平成18年2月1日をもって純粋持株会社

に移行しておりますが、これに伴って掲げた、グループ内

共通リソースのひとつが「デベロップメントプラット

フォーム」です。これは、新商品の開発や研究において、

各社ごとでなくグループ統一で行うことにより、効率の

向上を図ることや、各社が持つ技術やノウハウを集中的

に蓄積することによる、グループトータルでの新規技術

の開発等を目的としております。マルキンバイオ株式会

社は、この研究開発におけるグループ中核機能として、既

に位置づけてまいりましたが、よりその役割を明確にす

るために、このたび持株会社の機能として吸収すること

といたしました。

２　合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、マルキンバイオ

株式会社は解散しました。

３　マルキンバイオ株式会社の事業規模（平成19年9月

期）及び財政状態（平成19年9月30日現在）

売上高 85百万円

経常利益 △10百万円

当期純利益 △29百万円

資産合計 161百万円

　流動資産 134百万円

　固定資産 26百万円

負債合計 73百万円

純資産合計 87百万円

なお、今回の合併は100％子会社の吸収合併であるため、

上記数値が連結財務諸表に与える影響はありません。

 

　　　　　　―――――――――――――

 

 

（株式会社伝統蔵への会社分割について）

当社は、平成19年9月11日開催の取締役会及び平成19年10

月4日開催の取締役会において、当社の投資事業に関して

有する権利義務の一部を会社分割（簡易新設分割）によ

り、株式会社伝統蔵（新設会社）に承継することを決議

し、当該決議に基づき平成19年10月22日に当社の100％子

会社として株式会社伝統蔵を新設分割いたしました。

EDINET提出書類

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社(E00399)

有価証券報告書

 94/110



前事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
  至　平成20年９月30日)

１　会社分割の目的

当社は、平成18年2月1日に純粋持株会社体制に移行以来、

総合的成長戦略のひとつとして、「食の多様性を守る」

という観点から、日本の伝統的な地場食品企業に対する

アライアンス活動を積極的に展開しております。特に平

成19年5月に発表した、中期経営計画「ＪＦＬＡプラット

フォーム　2010」でも企図しております小規模な清酒

メーカーに対する当社の活動は、日本酒業界の厳しい状

況という背景もあり、今後も新規案件を多数実行してい

きたいと考えております。以上を踏まえ、小規模清酒メー

カーに対するアライアンス活動を、より迅速かつ効率的

に展開するため、同活動の推進と投資活動、新たな清酒

メーカー・メンバー企業の管理・運営を専門に行う、当

社の100％子会社を会社分割にて設立することといたし

ました。同社は上記の事業目的に伴って、すでに昨年来、

事業譲渡により子会社となっている清酒メーカー４社

（聖酒造株式会社、加賀の井酒造株式会社、藤井酒造株式

会社、株式会社老田酒造店）の株式を100％継承して子会

社とし、さらに今後も新たに当社グループのメンバー企

業となる小規模清酒メーカーに対しては、当該新会社を

軸として、当社設立時に企業理念として掲げた「地場食

品産業の承継」という点に基づき、健全かつ成長が望め

る企業体として再生させます。さらに将来的には当該新

会社の株式市場への上場等も視野に入れた企業構築を進

めてまいります。

２　会社分割の要旨 

(1)分割の期日 

平成19年10月22日 

(注)本分割は、会社法第805条の規定に基づき、株主

総会の承認を得ることなく行います。 

(2)分割方式

当社を分割会社として、新設会社を承継会社とする

物的分割（簡易分割）です。 

(3)株式の割当 

本分割に際し新設会社が発行する普通株式200株は、

すべて当社に割当交付します。 

(4)分割により減少する資本金等 

本分割により減少する資本金等はありません。

(5)新設会社が承継する権利義務

①資産は貸付金、投資有価証券及び関係会社株式の

一部を承継する。

②債務は一切承継しない。

③当社と当社の従業員との間の雇用契約及びこれに

付随する権利義務を承継しない。

３　分割する資産の項目及び金額

関係会社短期貸付金 731百万円

投資有価証券（注） 5百万円

関係会社株式 40百万円

(注)新設会社では流動資産として計上いたします。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

　敷島製パン㈱ 500,000 500

　菱食㈱ 52,100 89

　㈱トーカン 45,000 72

　小豆島総合開発㈱ 40,000 20

　㈱サガミチェーン 10,271 9

　㈱南都銀行 13,000 7

　大阪容器㈱ 115,000 5 

　大正運輸興業㈱ 90,000 4

　旭食品㈱ 10,000 3

　㈱バロー 4,700 3

　星城モータース㈱他　　28銘柄 163,145 20

計 1,043,216 734

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

満期保有目的の債券

　第874号　割引商工債券 0 0

計 0 0
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 605 3 7 601 300 22 300

　構築物 12 ─ ─ 12 8 0 4

　機械及び装置 123 ─ ─ 123 117 2 6

　車両運搬具 2 ─ ─ 2 2 0 0

　工具器具及び備品 105 30 6 129 109 9 20

　土地 280 ─ ─ 280 ─ ─ 280

　建設仮勘定 ─ 10 ─ 10 ─ ─ 10

有形固定資産計 1,129 44 14 1,160 537 34 622

無形固定資産

　のれん ─ ─ ─ 5 2 2 2

　ソフトウェア ─ ─ ─ 133 40 24 92

　電話加入権 ─ ─ ─ 7 ─ ─ 7

　その他 ─ ─ ─ 1 ─ ─ 1

無形固定資産計 ― ― ― 147 43 26 103

長期前払費用 149 22 ― 172 88 44 83

(注) １　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

工具器具及び備品 マルキンバイオ㈱合併による受入 26百万円

２　無形固定資産の金額が、資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 79 36 2 3 109

賞与引当金 11 ― 11 ― ―

(注) 貸倒引当金「当期減少額（その他）」欄の金額は、債権の回収による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

当座預金 263

通知預金 100

普通預金 5

定期預金 30

別段預金 0

郵便貯金 3

計 403

合計 403

　

②　売掛金

　

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

積水メディカル㈱ 16

盛田アセットマネジメント㈱ 7

ナカライテスク㈱ 3

Metametrix　Clinical　Laboratory 0

㈱エルビーエス 0

その他 0

合計 29

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

－ 337 307 29 91.0 15.7

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

EDINET提出書類

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社(E00399)

有価証券報告書

 99/110



　

③　商品

　

品名 金額(百万円)

販売用不動産 10

健康食品 1

合計
11

　

（注）販売用不動産内訳

　

地域別 面積（㎡） 金額(百万円)

徳島県 1770.54 10

合計
1770.54 10

　

④　製品　

　

品名 金額(百万円)

基質類 2

酵素類 4

キット類 0

合計
7

　

⑤　原材料　

　

品名 金額(百万円)

化成品用材料 13

キット用材料 1

荷造材料 1

合計
17

　

⑥　仕掛品　

　

品名 金額(百万円)

基質類 28

酵素類 12

菌体類 3

合計
44
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⑦　貯蔵品　

　

品名 金額(百万円)

切手・収入印紙 0

事務用品 0

合計
0

　

⑧　短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱アルカン 1,500

加賀屋醤油㈱ 1,309

㈱高橋弥次右衛門商店 760

㈱ブルーゲイツ 290

㈱イメックス 120

その他 424

合計 4,403

　

⑨　立替金

　

相手先 金額(百万円)

マルキン忠勇㈱ 1,673

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱ 709

㈱アルカン 593

盛田㈱ 407

㈱高橋弥次右衛門商店 310

その他 688

合計 4,381
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⑩　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

マルキン忠勇㈱ 6,111

盛田㈱ 2,221

㈱伝統蔵 777

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス食品販売㈱ 1,621

㈱ハイピース 266

㈱イメックス 72

マルキン共栄㈱ 50

その他 1,129

合計 12,250

　

⑪　関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

マルキンインターナショナル㈱ 696

モリタフードサービス㈱ 673

その他 193

合計 1,562

　

⑫　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

和研薬㈱ 0

アーラ・フーズ・イングレディエンツ・ジャパン㈱ 0

巴工業㈱ 0

日東機器ファインテック㈱ 0

サクラ精機㈱ 0

その他 0

合計 1
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⑬　短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 2,000

農林中央金庫 1,800

㈱みずほ銀行 1,700

㈱りそな銀行 1,500

㈱南都銀行 1,400

㈱静岡銀行 1,200

その他 3,150

合計 12,750

　
　

⑭　長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
(2,014)

1,051

㈱あおぞら銀行
(900)

1,300

㈱関西アーバン銀行
(101)

898

㈱滋賀銀行
(66)

16

㈱日本政策投資銀行
(18)

58

㈱商工組合中央金庫
(19)

47

合計
(3,119)

3,371

(注) １　(　)内の金額は、「流動負債」に掲記している「一年以内返済予定長期借入金」の金額であり、外書で表示して

おります。

２　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行の金額には、シンジケートローン（参加金融機関7行）600百万円（外書　一年以内返済

予定長期借入金1,800百万円）が含まれます。 

３　㈱あおぞら銀行の金額は、すべてシンジケートローン（参加金融機関26行）であります。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 １２月中

基準日 ９月30日

株券の種類 10,000株券・1,000株券・500株券・100株券・100株未満の株数を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 新株券１枚につき　300円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって
電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
 http://www.j-fla.com

株主に対する特典
毎年3月31日及び9月30日現在の1000株以上5000株未満の単元株主に対し3,000円相当、
5000株以上の単元株主に対し5000円相当の当社グループ商品との引換券を贈呈

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号及び第19号の規定(投
資有価証券の売却）に基づく臨時報告
書であります。

平成19年10月３日
四国財務局長に提出。

(2) 
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第71期)

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月27日
四国財務局長に提出。

(3)半期報告書    (第72期中) 自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日

平成20年６月26日
四国財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成19年12月27日

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　員　　久　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　人　　見　　敏　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社の平成19年4月1日から平成19年9月30日

までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載の通り、会社は営業キャッシュ・フローが継続してマイナスの状況に

あり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映していない。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年12月17日

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　員　　久　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　人　　見　　敏　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社の平成19年10月1日から平成20年9月30日

までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度までマイナスの営業

キャッシュ・フローが継続し、当連結会計年度はプラスとなったものの多額の当期純損失を計上してい

る状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該

注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の

影響を連結財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成19年12月27日

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　員　　久　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　人　　見　　敏　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社の平成19年4月1日から平成19年9月30日

までの第71期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載の通り、持株会社である会社は事業子会社を含めた連結営業キャッ

シュ・フローが継続してマイナスの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状

況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年12月17日

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　員　　久　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　人　　見　　敏　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社の平成19年10月1日から平成20年9月30日

までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社の平成20年9月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、持株会社である会社は事業子会社を含めた連

結営業キャッシュ・フローが前事業年度まで継続してマイナスであり、当事業年度はプラスとなったも

のの多額の連結当期純損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

いる。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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